
令和５年８月３１日 

報 道 発 表 資 料 
 

 
川崎の「次の１００年」の道標となる 

「ＪＦＥスチール株式会社東日本製鉄所京浜地区の 
高炉等休止に伴う土地利用方針」を策定しました 

 

 
 
 
 
 
【土地利用方針の主な内容】 

扇島地区における水素等供給拠点や道路の整備など、令和１０年度からの一部土地利用 
開始に向けた具体的な取組とともに、次代の柱となる新たな産業の創出や首都圏の守りの要と 
なる防災機能などの土地利用の方向性、基盤整備の考え方等を取りまとめたもの 

 
 
 
 
 
 
 
 

１ パブリックコメント実施結果について 
（１）意見募集の期間 

令和５年６月２日（金）から令和５年７月１５日（土）まで 
 

（２）実施結果の概要 
   意見提出数（意見件数） １１４通（５６４件） 

内訳 インターネット・電子メール １０２通（５０５件） 
ＦＡＸ  １０通（  ５４件） 
郵送 １通（    １件） 
持参 １通（    ４件） 

 
２ 添付資料 

資料１ ＪＦＥスチール株式会社東日本製鉄所京浜地区の高炉等休止に伴う土地利用 
方針（案）に関するパブリックコメント結果と主な変更点について 

資料２ ＪＦＥスチール株式会社東日本製鉄所京浜地区の高炉等休止に伴う土地利用 
方針の概要 

 
※土地利用方針の全体版については、川崎市ホームページに掲載しています。 

https://www.city.kawasaki.jp/templates/pubcom/590/0000151274.html 

 
【問合せ先】 
川崎市 臨海部国際戦略本部 戦略拠点推進室 

坂本 ／ 電話 044-200-0253 

令和５年６月２日に策定いたしました「ＪＦＥスチール株式会社東日本
製鉄所京浜地区の高炉等休止に伴う土地利用方針（案）」について、市民
の皆様からの御意見を募集し、１１４通（５６４件）の御意見を踏まえ、
「土地利用方針」を策定いたしました。 

今後は、川崎の「次の１００年」の道標となる本方針に基づき、市民の
方々が世界に誇れる未来志向の土地利用を展開することにより、カーボンニュ
ートラルと新たな産業創出の同時実現を目指し、このエリアが我が国におけるコ
ンビナート再編のモデルケースとなるよう取組を進めてまいります。 

https://www.city.kawasaki.jp/templates/pubcom/590/0000151274.html
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ＪＦＥスチール株式会社東日本製鉄所京浜地区の高炉等休止に伴う 
土地利用方針（案）に関するパブリックコメント結果と主な変更点について 
 
１ 概 要 

市制１００周年が目前に迫る中、ＪＦＥスチール株式会社東日本製鉄所京浜地区の高炉等休

止（令和５年９月予定）により、扇島地区など川崎臨海部に新たに生まれる約４００ヘクター

ルの広大な土地について、１００年に１度のビッグプロジェクトとなる大規模土地利用転換の

取組を進めています。 

このたび、扇島地区におけるカーボンニュートラルエネルギーの供給拠点や道路の整備な

ど、令和１０年度からの一部土地利用開始に向けた具体的な取組とともに、その先を見据え

た、次代の柱となる新たな産業の創出や、首都圏の守りの要となる防災機能などの土地利用の

方向性、基盤整備の考え方等を取りまとめた、川崎の次の１００年の道標となる「土地利用方

針（案）」を策定し、市民の皆様からの御意見を募集しました。 

その結果、１１４通５６４件の御意見をいただきましたので、その内容とそれに対する本市

の考え方を次のとおり公表します。 

 

２ 意見募集の概要 

題 名 ＪＦＥスチール株式会社東日本製鉄所京浜地区の高炉等休止に伴う 

土地利用方針（案）について市民の皆様からの意見を募集します 

意見の募集期間 令和５年６月２日（金）から令和５年７月１５日（土）まで 

意見の提出方法 電子メール（専用フォーム）、ＦＡＸ、郵送、持参 

募集の周知方法 ・川崎市ホームページ 

・かわさき情報プラザ（川崎市役所第３庁舎２階） 

・各区役所・支所及び出張所の閲覧コーナー、各市民館、各図書館 

・市政だより（７月１日号） 

・臨海部国際戦略本部戦略拠点推進室（市役所第３庁舎１０階） 

・デジタルサイネージの活用 

・Twitterの活用 

結果の公表方法 ・川崎市ホームページ 

・かわさき情報プラザ（川崎市役所第３庁舎２階） 

・各区役所・支所及び出張所の閲覧コーナー、各市民館、各図書館 

・臨海部国際戦略本部戦略拠点推進室（市役所第３庁舎１０階） 

 

３ 結果の概要 

意見提出数（意見件数） １１４通（５６４件） 

内訳 インターネット・電子メール １０２通（５０５件） 

ＦＡＸ  １０通（ ５４件） 

郵送 １通（  １件） 

持参 １通（  ４件） 

 

  

資料１ 
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４ 意見の内容と対応 

水素等供給拠点整備の推進を求める意見や、大水深バースの効果的な活用、市民が気軽に利

用できる空間や必要な交通基盤整備に関する要望などが寄せられました。 

今回のパブリックコメント手続で寄せられた御意見を踏まえ、一部修正を加えた上で「ＪＦ

Ｅスチール株式会社東日本製鉄所京浜地区の高炉等休止に伴う土地利用方針」を策定します。 

【意見に対する対応区分】 

Ａ：御意見を踏まえ、案に反映したもの 

Ｂ：御意見の趣旨が案に沿ったものであり、御意見の趣旨を踏まえ、取組を推進するもの 

Ｃ：今後の取組を進めていく上で参考とするもの 

Ｄ：案に対する質問・要望の御意見であり、案の内容を説明・確認するもの 

Ｅ：その他 

【意見の件数と対応区分】                            [件] 

       項 目 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ 計 

（１）土地利用方針全般に関すること ０ ５７ ０ １ ０ ５８ 

（２）土地利用の方向性に関すること ０ ５６ ２０ ８ ２ ８６ 

（３）導入機能、施設に関すること １ １０８ ３９ ２６ ４ １７８ 

（４）基盤整備に関すること ０ ２６ １０８ ６ ０ １４０ 

（５）その他 ０ ５７ １８ １９ ８ １０２ 

合 計 １ ３０４ １８５ ６０ １４ ５６４ 
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５ 具体的な意見の内容と市の考え方 
 

（１）土地利用方針全般に関すること（５８件） 

No. 意見の要旨 本市の考え方 区分 

１ 

土地利用の大きな方向性について賛同

する。案に示されているスケジュールに

沿って着実にプロジェクトが推進される

ことを期待する。 

（同趣旨他１９件） 

扇島地区等の土地利用転換を着実

に推進することにより、京浜臨海部

全体の持続的な発展に繋げ、日本全

国のコンビナート再編整備のモデル

ケースとなるとともに、未来志向の

国土づくりに貢献し、将来にわたり

市民生活を支え、市民が誇れる場所

となることを目指しております。 

今後も関係者と協力・調整しなが

ら、着実なプロジェクト遂行を目指

します。 

Ｂ 

２ 

長期間かかる開発であり、初期の計画

を固定的に考えず、時代のニーズを柔軟

に取り入れるようにしてほしい。 

（同趣旨他３３件） 

 

扇島地区等の面積は広大であり、

土地利用転換の概成には長い期間を

要することが想定されるため、扇島

地区等の果たすべき役割や土地利用

の方向性を踏まえつつ、社会経済環

境の変化や新たな技術開発動向を捉

えながら、導入機能などを決定して

いく必要があります。 

そのため、扇島地区の一部土地利

用開始を見据え、３～５年程度を目

途に本方針を見直すとともに、本市

が策定している関連計画等に本方針

の内容を反映させることや、地権者

等と連携した個別のエリアに関する

計画づくりを進めることなどによ

り、実効性の確保を図るものとして

います。 

Ｂ 

３ 

土地利用計画の蓋然性について 

土地利用の転換には、その土地を利用

する（投資をする）事業者の存在が不可

欠なので、いかにして投資を呼び込むの

か、そのトリガーは何かについての検討

を更に進めるべきと感じる。 

（同趣旨他１件） 

今般の大規模土地利用転換におい

ては、扇島の地理的優位性を活か

し、国策と連携しながら民間投資を

戦略的に呼び込み、カーボンニュー

トラルと新たな産業創出を同時に実

現することなどを目的としておりま

す。 

そのため、土地利用方針案におい

て、まずは先導エリアで水素等供給

拠点や高度物流拠点等を整備するこ

とをお示ししております。 

その後は、当該拠点やそれに伴い

整備される基盤インフラ等を活かし

ながら、新たな産業創出に繋がるよ

う取組を進めてまいります。 

Ｂ 
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４ 

川崎市の公害を出した元凶とも言われ

たＪＦＥスチール株式会社（旧日本鋼管

株式会社）が川崎から撤退する後始末

に、何故税金を使わなければいけないの

か。２０５０年までに２０５０億円もの

税金を使うことに反対である。 

（同趣旨他１件） 

 

ＪＦＥスチール株式会社の高炉等

の休止は、税収や雇用等の本市の施

策に多大な影響を及ぼすものと考え

られます。 

「脱炭素社会の実現」、「産業構

造の転換」など我が国が抱える課題

を解決するフィールドになり得るポ

テンシャルを有する扇島地区におい

て、カーボンニュートラルの実現と

同時に、次代の柱となる新たな産業

の創出を図るなど、川崎臨海部の長

期にわたる持続的発展に繋がり、市

民の方々の生活を支える効果的な土

地利用転換を進めてまいります。 

なお、土地利用方針案第１０章

（１）扇島地区の土地利用転換に伴

う効果のシミュレーションにおい

て、２０５０年代中頃に、税収の上

昇分の累計額が、本市の概算事業費

の累計額を上回る結果を見込んでお

ります。 

Ｄ 
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（２）土地利用の方向性に関すること（８６件） 

No. 意見の要旨 本市の考え方 区分 

１ 

水素を軸としたカーボンニュートラ

ルの拠点については、我が国の他の産

業エリアでも同様の拠点の検討が進め

られているが、立地企業だけでなく、

発電所や羽田空港などの需要家も想定

でき、またコンビナート間で水素の利

活用が既に行われているなどのノウハ

ウを有している川崎臨海部において、

水素供給拠点を形成することが、我が

国の水素社会の早期実現にも繋がると

考えており、先導エリアでの導入を大

いに期待している。 

（同趣旨他４４件） 

「カーボンニュートラルに取り組む

産業基盤」、「広大な敷地を土地利用

転換可能」、「国内屈指の大水深バー

スを保有」などの扇島地区の強みを活

かし、水素を軸としたカーボンニュー

トラルエネルギーの受入・貯蔵・供給

の拠点形成に向けて取り組んでまいり

ます。 

Ｂ 

２ 

扇島の大規模なカーボンニュートラ

ル技術開発拠点の構築は全面的に支持

するが、川崎市として、水素燃料の未

来への確信を持っているのかどうかが

明瞭に伝わってこない。 

（同趣旨他３件） 

 

国のグリーン成長戦略及び第６次エ

ネルギー基本計画において水素利活用

のロードマップが示されており、２０

３０年に１％程度、２０５０年に１割

程度の水素（アンモニアを含む。）を

電力部門に導入する方針が示されてお

ります。 

本市においても、水素社会の実現を

見据え、２０２２年３月に「川崎カー

ボンニュートラルコンビナート構想」

を策定し、川崎臨海部の２０５０年の

将来像として、「水素を軸としたカー

ボンニュートラルなエネルギーの供給

拠点になっている」ことを取組の方向

性の一つとしており、ＣＯ２フリー水素

やカーボンニュートラルなエネルギー

の利活用拡大に向けた取組を進めると

ともに、土地利用方針案においても、

先導エリアにおける水素等供給拠点の

整備等を示しております。 

Ｄ 

３ 

カーボンニュートラルの取組は素晴

らしく、国のエネルギー政策を牽引で

きるものである。エネルギーの供給面

のほか、需要を育てていく視点ももっ

て進めていただきたい。 

（同趣旨他２件） 

本市では、昨年３月に策定した「川

崎カーボンニュートラルコンビナート

構想」において、水素を軸としたカー

ボンニュートラルなエネルギーの供給

拠点の形成等を目指すなかで、水素需

要の可視化や需要家の立場での検討を

行っております。 

扇島地区の水素等供給拠点の整備を

見据えながら、引き続き水素等の利用

拡大に向けた取組を進めてまいりま

す。 

Ｂ 
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４ 

水素利用を広げるため、水素パイプ

ライン等に関する法整備、規制緩和を

するべきである。 

（同趣旨他５件） 

 

国の水素基本戦略の改定を踏まえ、

液化水素サプライチェーン構築の商用

化実証等の取組状況に合わせて、パイ

プライン等の保安規制に関する取組が

推進されるよう、国と連携を図ってま

いります。 

Ｃ 

５ 

脱炭素による地球温暖化対策には科

学的な根拠はない。 

 

 

世界気象機関（ＷＭＯ）及び国連環

境計画（ＵＮＥＰ）により設立された

政府間組織である「気候変動に関する

政府間パネル（ＩＰＣＣ）」の報告書

では、人為起源の温室効果ガスの発生

による気候変動評価について、１９９

０年の第１次報告書では「気温上昇を

生じさせる恐れがある。」とし、２０

０１年の第３次報告書では「可能性が

６６%以上」という表現でしたが、２０

１３年の第５次報告書では「可能性は

極めて高い」とされ、２０２１年の第

６次報告書では「疑う余地がない」と

されており、知見の蓄積に伴い、リス

ク評価の表現が段階的に引き上げら

れ、国際的に合意されております。 

こうしたことから、本市としては、

人為起源の温室効果ガス（とりわけ温

室効果ガスの主要物質である二酸化炭

素）によって気候変動による悪影響と

損害、損失を引き起こしているものと

して、地球温暖化対策を推進してお

り、扇島地区においては、エネルギー

施設などのカーボンニュートラルに取

り組む産業基盤を活かして、カーボン

ニュートラルの実現に寄与する土地利

用を目指すこととしています。 

Ｅ 

６ 

川崎臨海部の強みは、多種多様なエ

ネルギー拠点の立地、製造機能や研究

開発機能の集積、余剰の蒸気を配管に

て複数の近隣企業に供給するスチーム

ネットの取組など企業間連携のノウハ

ウといったところにある。扇島に立地

する新たな発電施設などがエリア内の

カーボンニュートラルにも寄与するよ

うな検討も行っていただきたい。 

本市におきましては、「川崎カーボ

ンニュートラルコンビナート構想」に

基づき「川崎カーボンニュートラルコ

ンビナート形成推進協議会」を設立

し、川崎臨海部のエネルギーの地域最

適化に向けた取組を立地企業と進める

とともに、土地利用方針案においても

「水素等供給拠点から出た冷熱を利用

した倉庫などについて検討・調整を進

めます。」としており、エネルギー等

の企業間連携の具体化に向けて取組を

推進してまいります。 

Ｂ 

  



7 
 

７ 

防災拠点を考える上では、地震だけ

でなく富士山噴火時の火山灰の問題も

考慮すべきである。 

（同趣旨他３件） 

火山灰については、川崎市地域防災

計画において、収集した火山灰の仮置

き場所等について検討していくことと

しております。 

今後の土地利用にあたっては、「広

大な敷地を土地利用転換可能」、「陸

海空の結節点となり得る地理的優位

性」、「国内屈指の大水深バースを保

有」などの扇島地区の強みを生かし、

首都圏防災を支える拠点の形成などに

ついて検討を進めてまいります。 

Ｃ 

８ 

防災の観点では、首都圏のみなら

ず、「国難」と呼ばれるような災害

（南海トラフ地震等）の際に、国内の

中心となる、救援・復旧・復興活動の

拠点を目指していただきたい。 

（同趣旨他２件） 

気候変動・災害の頻発化という脅威

に直面する中、平時は経済的な価値を

生み出しながら、首都直下型地震等の

自然災害に備えるために、「広大な敷

地を土地利用転換可能」、「陸海空の

結節点となり得る地理的優位性」、

「国内屈指の大水深バースを保有」な

どの扇島地区の強みを生かし、東扇島

基幹的広域防災拠点との一体的な運用

が可能な防災拠点の形成の可能性など

について検討を進めてまいります。 

Ｃ 

９ 

液状化、高潮で生活インフラが打撃

を受けることが無いように計画してい

ただきたい。 

 

 

現時点で扇島地区においては液状化

や高潮の大きな被害は報告されており

ませんが、土地利用転換にあたって

は、危険度を改めて調査し、必要な対

策を実施するよう検討を図ってまいり

ます。 

Ｃ 

１０ 

先端技術産業の一大集積地を目指し

てほしい。 

（同趣旨他２件） 

 

「周辺に産業・研究開発機能が集

積」、「陸海空の結節点となり得る地

理的優位性」、「広大な敷地を土地利

用転換可能」などの扇島地区の強みを

活かし、次世代産業に関する研究開発

から実証実験、製造・整備を行う企業

等が集積する一大拠点の形成の可能性

について検討を行ってまいります。 

Ｂ 

１１ 

次世代産業に関する研究開発から実

証実験、製造・整備を行う企業等が集

積する一大拠点の形成を目指すにあた

っては、地域に開かれた施設計画がな

され、大人から子供まで新たな産業に

触れることのできる空間整備について

も期待する。 

（同趣旨他２件） 

土地利用方針案の第６章（４）の扇

島地区の土地利用の方向性として「未

来を体験できるフィールドの創出」を

掲げておりますことから、産業拠点と

しての利用にとどまらない新たな土地

利用の可能性を視野に入れ、水素の活

用や先端テクノロジーを体感できるエ

ンターテインメント性のある交流空

間、新技術を身近に感じられる未来型

都市空間の形成の可能性について検討

を進めてまいります。 

Ｂ 
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１２ 

池上町の土地利用は、交通拠点とし

ての立地ポテンシャルを十分に引き出

しつつ隣接エリアと連動した憩い・交

流・アメニティ機能を発展拡充させる

施設誘致や空間整備が実現される方策

が求められる。池上町に隣接する、入

江崎公園及び入江崎クリーンセンター

跡地等に一体的に整備される予定の公

園型交流施設や、コストコホールセー

ル川崎倉庫店、臨港道路東扇島水江町

線でつながる東扇島のレジャースポッ

トなど、広域からも集客するスポット

や施設と親和性があり相乗効果のあ

る、池上運河を囲む親水空間も整備し

てアプローチすることが出来る商業ゾ

ーンを形成する転換を方針に掲げてい

ただききたい。 

池上町の土地利用については、臨海

部における人流・物流の活性化、新た

な革新的技術・イノベーションの創出

を促進する役割や、周辺の産業機能や

公共施設と連携した産業集積機能及び

インフラ機能を強化する役割を担う土

地利用のあり方を検討していくことと

しており、引き続きこうした土地利用

について検討を進めてまいります。 Ｄ 

１３ 

水江地区の既存のリサイクル企業は

大量のリサイクル原料を使用する製鉄

所の購買力によって廃プラスチック等

を集荷できているにすぎず、立地特性

だけでリサイクル産業集積地が成立す

るわけではない。 

 川崎市廃棄物処理計画や川崎市が中

核となる広域処理計画などによる集荷

支援、リサイクル製品を臨海部事業所

で利用するための規制緩和・支援制度

など資源循環推進のための政策とセッ

トで、事業者と地域・自治体がｗｉｎ

－ｗｉｎとなる計画を策定すべきであ

る。 

水江町の土地利用につきましては、

リサイクル業や石油・化学業を中心に

多種多様な産業が集積しているという

立地特性を活かし、循環型社会の形成

を先導する拠点を目指すこととしてい

ます。 

今般お示しした首都圏のプラスチッ

クリサイクル事業の一大拠点の形成に

向けて、今後、地権者との連携方策に

ついて検討を図ってまいります。 

Ｃ 

１４ 

水江町エリアについて、リサイクル

拠点の方向性で進めていくべきと考え

るが、誘致する各施設が、地域社会に

対しサステナブルに貢献できるような

拠点イメージ、事業スキームを想定す

べきと考える。 

リサイクルに供する一団の土地エリ

アのポテンシャルを最大限に引き出

し、川崎市市域等に貢献できるよう、

将来に亘り、その時々の状況に合わせ

て、最適な運用を考え、選択するよう

なリサイクルエリアの最適な運用、連

携管理をすべきと考える。 

水江町においては、環境先進都市と

して培った技術やリサイクル関係の施

設の集積などの特性を活かしたリサイ

クル拠点を整備にすることにより、川

崎臨海部において首都圏で発生する廃

プラスチックなどのリサイクル可能な

資源から素材・製品等を製造する仕組

みを構築する方向としております。 

今後、地権者とともに時代に即した

リサイクル拠点のあり方についても、

引き続き検討を進めてまいります。 

Ｃ 

  



9 
 

１５ 

周辺地区（池上町、扇町、水江町）

について 

今後の役割として「現状の特性を生

かしつつ、臨海部全体で求められる機

能に寄与する」とあるが、やや具体性

に欠ける。川崎駅周辺と扇島地区の間

に位置するので、これら３地区が道路

鉄道やまちの構成要素として連続性を

もった土地利用計画となるのか、必ず

しもそうはならないのかが分かりにく

いところがあり、現状のインフラや土

地利用状況からして、個別のまちづく

りもあり得る。 

周辺地区については、土地利用方針

案において、土地利用の方向性を「リ

サイクルをはじめとする産業集積を活

かした、臨海部への持続的発展への寄

与」と整理するとともに、第７章

（３）の周辺地区の導入機能に記載し

ているとおり、周辺に立地している企

業の状況などを踏まえて地区ごとに導

入機能を設定しております。 

このように、導入機能などにおいて

周辺地区同士の強い結び付きを必ずし

も想定はしておりませんが、隣接の多

種多様な産業集積や、主要交通インフ

ラとの近接性などを踏まえて、国内有

数のコンビナートとしての川崎臨海部

の強みを土地利用転換に活かしてまい

ります。 

Ｄ 

１６ 

渡田地区の一部を記念公園とし、さ

らにその公園内に旧日本鋼管を含む川

崎市および周辺地域の歩みと歴史を振

り返ることのできる資料館を建設すべ

きである。 

南渡田地区は、川崎臨海部の創成期

から操業を続けてきた旧日本鋼管株式

会社の創業の地であり、本市の産業都

市としての発展を約１００年に渡り支

えてきた象徴的な場所です。 

現時点では、当該地区の新産業拠点

形成の取組において、資料館等の具体

的な整備計画はございませんが、本取

組は、扇島地区をはじめとする大規模

土地利用転換の先鞭としての役割を担

っていることから、こうした点も踏ま

え、川崎臨海部の今後１００年の持続

的発展を牽引する産業拠点にふさわし

い土地利用や機能導入の方向性を検討

してまいります。 

Ｅ 
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１７ 

川崎市の既存中小企業と新興産業と

の接続にはいくつかの課題が存在して

いると感じる。ＪＦＥスチール株式会

社は、従業員雇用だけでなく、下請け

など周辺企業を含めて京浜工業地帯全

体の経済を支えてきたと理解してい

る。しかしながら、新たな戦略は、水

素燃料等の新技術開発が盛んに行われ

ても、それらの活動が扇島地区内で完

結してしまい、その恩恵は周辺企業に

及ばない可能性があるという懸念があ

り、新産業と既存産業の橋渡しを市側

が積極的に取り組んでいる印象はな

く、現状では既存の産業を置き去りに

する形、言い換えれば既存の産業が見

捨てられた印象を受けかねない。新技

術のビジネス化は時間を要するもので

あり、その間に既存の産業が衰退する

可能性もある。新産業の育成と既存産

業の保全のバランスを考慮した政策の

検討をお願いしたい。 

（同趣旨他１件） 

川崎臨海部でこれまで培ってきた製

造業等が持つ人材やノウハウを活用し

て、老朽化した既存産業の施設のメン

テナンスを行うとともに、そこから一

歩踏み込んで、カーボンニュートラル

化への対応などを契機として新たな成

長分野への投資を促す産業支援機能に

ついて検討を進めることとしておりま

す。 

そうした機能により、産業競争力を

高める役割なども期待されることか

ら、既存産業との連携を図りながら取

組を進めてまいります。 

Ｄ 

１８ 

外環道と川崎縦貫道の一体化も相ま

って、市内に数多く点在しているもの

づくり企業を臨海部の次世代エネルギ

ーやキングスカイフロントの最新技

術・先端医療と融合させることがで

き、イノベーション都市や医療ツーリ

ズムなど魅力溢れる川崎の未来も描け

るのではないか。 

（同趣旨他１件） 

川崎臨海部の３０年後の将来像やそ

の実現に向けた戦略、取組の方向性を

示す「臨海部ビジョン」で掲げられて

いる内陸地域との連携や川崎臨海部に

おける拠点・エリア間連携、京浜臨海

部の一体的発展に向けて、扇島地区等

の土地利用転換によるカーボンニュー

トラル化の実現とそれを契機とした次

世代型産業への変革と産業の新陳代謝

を促進してまいります。 

また、産業創出拠点やライフサイエ

ンス拠点との連携から生まれる革新的

素材等により、エリア全体の産業イノ

ベーション進展を誘導し、国際競争力

強化や先端研究人材の集積を目指して

いきます。 

Ｃ 

１９ 

３～５年を目処に方針の見直しをさ

れるかと思うが、土地利用の将来像に

対する進捗度や達成度などが視覚化さ

れるとわかりやすいので可能であれば

その辺りについても記載があるとよ

い。 

扇島地区等の土地利用転換について

は、長期的かつ段階的な整備を想定し

ていることから、扇島地区の一部土地

利用開始を見据えた３～５年程度を目

途とする方針の見直しのタイミングの

みならず、土地利用の進捗状況や達成

状況を踏まえ、適宜市民の皆様と情報

共有を図りながら取組を進めてまいり

ます。 

Ｃ 
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２０ 

宇宙ビジネス拠点の構築を、今後の

計画に盛り込んで頂くことを推奨しま

す。 

扇島地区の先導エリア以外について

は、長期的かつ段階的な整備を想定し

ていることから、時代に即した可変的

かつ多様な可能性を担保しながら土地

利用を推進することとし、導入機能候

補として「産業構造の転換に寄与する

次世代産業」などを整理しており、扇

島地区の特性や今後の基盤整備の状況

などを踏まえて、様々な次世代産業の

可能性について検討してまいります。 

Ｃ 

２１ 

本方針案では扇島地区への多様な機

能の導入を検討されているが、扇島は

埋立時点から製鉄所として利用される

ことを前提に造成されており、居住や

不特定多数の来場を予定していない。

防潮対策、排水計画、道路計画など土

地造成時に立ち戻って都市計画を策定

し直さなければ、台風・高潮による冠

水や地震による津波・液状化・孤立化

など自然災害による人命被害を防げ

ず、気候変動適応化費用が財政の負担

となる。 

このため部分的な再開発により扇島

全体の都市計画・防災対策が阻害され

ないよう扇島地区全体の地区計画や港

湾計画の策定を早期に実現すべきと考

える。 

扇島地区の土地利用転換は長期にわ

たることを想定しているため、段階的

な整備を考えておりますが、開発エリ

アや時期でまとまりのない土地利用が

進まないように、土地利用方針案にお

示しするとおり、令和６（２０２４）

年度に川崎港港湾計画の改訂を想定し

ているほか、地区計画を策定するなど

の手法により、政策的に土地利用を誘

導していまいります。 

Ｂ 
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（３）導入機能、施設に関すること（１７８件） 

No. 意見の要旨 本市の考え方 区分 

１ 

水素設備などの爆発防止などの安全対策

を十二分に配慮したうえで、整備を進めて

もらいたい。 

（同趣旨他３件） 

水素関連設備の取扱いを定めた法

規に則り、十分な安全対策が図られ

るよう関係事業者と連携しながら、

取組を進めてまいります。 

Ｂ 

２ 

カーボンニュートラルを目的とするので

あれば、製造過程等でのＣＯ２排出量がゼ

ロとなる再生可能エネルギーなどによる水

素製造となるべきではないか。 

（同趣旨他１件） 

 

本市では、「川崎カーボンニュー

トラルコンビナート構想」に基づ

き、水素を軸としたカーボンニュー

トラルなエネルギー供給拠点の構築

を目指し、再生可能エネルギーを用

いて製造する水素を含む「ＣＯ２フ

リー水素等」の供給体制の構築に向

けた取組を進めていることから、本

土地利用転換においても同様に取組

を進めてまいります。 

Ｃ 

３ 

次世代の産業の柱の一つとなるエネルギ

ーの導入にあたっては、地球温暖化等を防

止するため太陽光・風力などの再生可能エ

ネルギーの大規模基地の整備を進めること

を提案する。 

（同趣旨他６件） 

扇島地区の先導エリア以外の導入

機能候補として、「陸海空の結節点

となり得る地理的優位性」や、先導

エリアで整備を想定する「水素を軸

としたカーボンニュートラルの拠

点」などの扇島地区の強みを活かし

たカーボンニュートラルエネルギー

を生み出す拠点を整理しておりま

す。 

太陽光・風力などの再生可能エネ

ルギーの施設については、扇島地区

の特性や今後の基盤整備の状況など

を踏まえて、導入の可能性について

検討してまいります。 

Ｃ 

４ 

防災拠点の形成は国土強靭化の視点でと

ても重要と考える。日本の中枢である首都

圏を守るにはまだまだ防災機能は不足して

いると感じるため、国と連携し積極的に推

進していただきたい。 

（同趣旨他５件） 

 

気候変動・災害の頻発化という脅

威に直面する中、平時は経済的な価

値を生み出しながら、首都直下型地

震等の自然災害に備えるために、

「広大な敷地を土地利用転換可

能」、「陸海空の結節点となり得る

地理的優位性」、「国内屈指の大水

深バースを保有」などの扇島地区の

強みを生かし、東扇島基幹的広域防

災拠点との一体的な運用が可能な防

災拠点の形成などについて、可能性

の検討を進めてまいります。 

Ｂ 

５ 

ＬＮＧ（含む液体水素）冷排熱などの超

低温から高温に至る幅広い温度領域の排熱

エネルギーの利活用を図ることで、事業性

が確保でき、ＳＤＧｓ、カーボンニュート

ラル等グローバル目標が達成できる次世代

型の地域・産業システムの実現に繋がると

考える。 

土地利用方針案においても、「水

素等供給拠点から出た冷熱を利用し

た倉庫などについて検討・調整を進

めます。」としており、エネルギー

等の企業間連携の具体化に向けて取

組を推進してまいります。 

Ｂ 
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６ 

空飛ぶクルマなど先端技術を積極的に取

り込むことで、川崎臨海部の産業の活性化

につながる土地利用の展開を期待する。 

（同趣旨他７件） 

 

土地利用方針案の第６章（４）扇

島地区の土地利用の方向性として

「新たな価値や革新的技術を創造」

を掲げておりますことから、「周辺

に産業・研究開発機能が集積」、

「陸海空の結節点となり得る地理的

優位性」、「広大な敷地を土地利用

転換可能」などの扇島地区の強みを

活かし、空飛ぶクルマなど、次世代

産業に関する研究開発から実証実

験、製造・整備を行う企業等が集積

する一大拠点や空のモビリティ等に

対応した交通拠点の形成の可能性の

検討を行ってまいります。 

Ｂ 

７ 

扇島からの製造業の減少はエネルギー

（電気・ガス・水・蒸気）供給設備の稼働

率の減少につながるとともに、水道使用量

の減少は市水道局の収入減少にも結び付

く。こうした課題の解消のためには、電

気・ガス・水といったユーティリティを大

量に消費する半導体製造工場などの製造業

の建設・導入が不可欠であり、既にこれら

のユーティリティが揃っていると考えられ

る扇島を活用するのが適切ではないか。 

 

 

扇島地区において、次世代産業に

関する研究開発から実証実験、製

造・整備を行う企業等が集積する一

大拠点の形成の可能性について検討

を進めてまいります。 

なお、扇島地区の既存のユーティ

リティについては、一部ＪＦＥスチ

ール株式会社が専用として整備して

いることから、新規整備や再構築が

必要となります。今後、土地利用の

進捗状況等を踏まえながら、必要な

施設の規模、適切な整備方法及び時

期等について、関係者と協議・調整

を進めてまいります。 

Ｄ 

８ 

次世代産業について、国内だけを比較し

ても土地コストが高い当該エリアでの製造

業誘致は容易ではないと考える。狭義の製

造業に拘らない次世代産業をターゲットに

してはいかがか。 

 

 

「周辺に産業・研究開発機能が集

積」、「陸海空の結節点となり得る

地理的優位性」、「広大な敷地を土

地利用転換可能」などの扇島地区の

強みを活かし、次世代産業に関する

研究開発から実証実験、製造・整備

を行う企業等が集積する一大拠点の

形成の可能性について検討を行って

まいります。 

Ｄ 

９ 

川崎の臨海部は緑が少ないため、海の自

然や多様なイベント、社会実験など多様な

使い方が出来る広いオープンスペースがで

きるとよい。 

（同趣旨他３０件） 

 

産業拠点としての利用にとどまら

ない新たな土地利用の可能性を視野

に入れ、水素の活用や先端テクノロ

ジーを体感できるエンターテインメ

ント性のある交流空間、新技術を身

近に感じられる未来型都市空間を目

指すなかで、オープンスペース（大

規模公園等）の導入可能性について

検討を進めます。 

Ｂ 
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１０ 

本方針案に示されている次世代産業と商

業・文化・生活等のような異分野を両方と

も土地利用として入れる場合は、モデルケ

ースにあるように真ん中の縦軸にオープン

スペースを設けることで、両者を分けて配

置する必要があると考える。 

（同趣旨他１件） 

扇島地区の先導エリア以外のゾー

ニング等については、モデルケース

に示した土地利用を含め、今後、イ

ンフラの整備状況、既存構造物の撤

去の容易性、社会情勢の変化などを

踏まえた上で、国や地権者等のステ

ークホルダーと協議・調整を行い、

さらに深度化を図ってまいります。 

Ｂ 

１１ 

大水深バースは貴重な社会資本であり、

幅広い港湾利用者の利用が可能となるよ

う、公共ふ頭化も検討すべきである。 

（同趣旨他３３件） 

 

「首都圏の一大消費圏に近接」、

「陸海空の結節点となり得る地理的

優位性」、「国内屈指の大水深バー

スを保有」などの扇島地区の強みを

活かし、ＧＸ・ＤＸによる効率化・

高付加価値化を実現した高度物流拠

点や港湾物流拠点の形成を目指すと

ともに、設備のスマート化や輸送の

効率化、カーボンニュートラル化に

資する高度な物流機能、水素等供給

拠点から出た冷熱を利用した倉庫、

それらの利用を支える公共的に利用

できる港湾施設などの導入について

検討・調整を進めます。 

Ｂ 

１２ 

物流の脱炭素化、人手不足の観点から、

モーダルシフトを推進する必要があり、海

運は有効な対策の一つである。既存の大水

深バースを活用して扇島に公共ふ頭を整備

し、海上輸送の需要増加に対応すべきであ

る。 

（同趣旨他１８件） 

 

大水深バースについては、既に水

素等供給拠点整備の調整を進めてい

る事業者から利用したい旨の申出が

されておりますが、整備にあたって

は、川崎港の他の物流課題の解決に

も資するなど、バースの効果的な活

用形態について検討・調整を図って

まいります。 

Ｂ 

１３ 

港は、産業だけでなく、クルーズ船な

ど、市民にも利用できるような整備を計画

してほしい。 

（同趣旨他２件） 

 

土地利用方針案において、先導エ

リアにある大水深バースは世界的な

課題となっている気候変動に対応す

るカーボンニュートラル拠点として

の利用や、川崎港の他の物流課題の

解決にも資する利用をすることとし

ております。 

扇島地区等の土地利用転換につい

ては、長期的かつ段階的な整備を想

定していることから、今後、先導エ

リア以外で想定している商業・文

化・生活などの土地利用の検討の深

度化を図るなかで、市民も利用でき

るような施設の整備の可能性につい

て検討してまいります。 

Ｃ 
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１４ 

大型船型の国際コンテナ定期航路の日本

発着を確保することは将来の日本の競争力

に大いに寄与し、川崎港に飛躍的な発展を

もたらすと考えられる。 

一方、超巨大コンテナ船の運用には、地

域交通に大きな負荷を発生させることか

ら、道路と生活環境保全の問題を解決でき

るか、解決にかかるコストをどのように回

収するのかと視点で、コンテナターミナル

の是非を検討すべきである。 

また、コンテナターミナルの活用にあた

っては、構内道路を活用し多連結トレーラ

ーなど新交通を導入することや鉄道との連

携を検討すべきである。 

 

 

 扇島の大水深バースについては、

土地利用転換を進めるにあたっての

強みとなり得ると考えられ、土地利

用方針案においても、「水素を軸と

したカーボンニュートラルの拠点」

や「バース等を活用した港湾物流拠

点」などに活用していくことについ

て検討・調整していくこととしたと

ころです。 

コンテナターミナルについては、

港湾関係者から東扇島のターミナル

を拡充する要望を頂いているところ

であり、港湾関係者をはじめとする

事業者のニーズや意見も参考としな

がら、国とも連携して必要な検討を

行ってまいります。 

また、道路・交通アクセスなどの

基盤整備にあたっては、関係者間で

検討・調整を行ってまいります。 

Ｃ 

１５ 

川崎の釣場が少なくなっているので一部

釣りができる場所として開放して欲しい。 

（同趣旨他７件） 

産業拠点としての利用にとどまら

ない新たな土地利用の可能性を視野

に入れ、水素の活用や先端テクノロ

ジーを体感できるエンターテインメ

ント性のある交流空間、新技術を身

近に感じられる未来型都市空間を目

指す中で、そうした方向性に合った

オープンスペース（大規模公園等）

などの導入可能性について検討を進

めます。 

Ｃ 
１６ 

公園・キャンプ場・宿泊施設等誰でも楽

しめる場所、楽しい土地にして頂きたい。 

（同趣旨他３件） 

１７ 

扇島の先導エリア以外の南側の水際線

は、伝説の「扇島海水浴場」の風景の復刻

として、千葉市の「幕張の浜」のような砂

浜を整備してほしい。 

１８ 

全国に川崎をＰＲするため、大きな土地

を活用した博覧会などの大規模イベントを

考えてほしい。 

（同趣旨他１６件） 

 

扇島地区等における土地利用につ

いては、現時点では大規模イベント

の開催は想定しておりませんが、長

期的かつ段階的な整備を図るなか

で、様々な土地利用の可能性も確認

していきます。 

Ｄ 

１９ 

次世代エネルギーパークは国内６６施設

が認定されており、水素を含む大規模研究

拠点としてはＴＯＹＯＴＡ Ｗｏｖｅｎ  

Ｃｉｔｙが既に立ち上がっている。エネル

ギー企業の多い川崎臨海部は確かに有望で

はあるが、エネルギーパークだけでは先行

する他施設と比べて扇島地区の魅力を活か

せないのではないかと危惧している。 

扇島に水素エネルギーを軸に統合型リゾ

ートを整備することで、国際会議や観光客

を呼び込め、川崎市の雇用・税収増につな

がるのではないか。 

（同趣旨他１件） 

扇島地区等における土地利用につ

いては、現時点では統合型リゾート

などの整備は想定しておりません

が、長期的かつ段階的な整備を図る

なかで、様々な土地利用の可能性も

確認していきます。 

Ｄ 
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２０ 

製鉄所跡地という立地背景を活かし、製

鉄所の歴史、過去及び最新の製鉄技術を学

ぶことが可能な資料館などを作るのはどう

か。 

高炉等の近代製鉄技術を気軽に学べる施

設は川崎市近郊にはここしかなく、川崎市

を長年支え続けた産業を学ぶことが可能な

施設は今後も必要と考える。 

（同趣旨他１件） 

こうした施設の必要性について地

権者の意向を確認してまいります。 

Ｅ 

２１ 

高炉施設の一部を保存し産業遺構として

市民に開放してほしい。 

（同趣旨他３件） 

土地利用の検討を進めるなかで、

地権者の意向も確認しながら、既存

施設の今後の取扱い等について、検

討を図ってまいります。 

Ｃ 

２２ 

ショッピングモールのような施設があっ

たほうが多くの人々に扇島に訪れてもらう

きっかけとなると考える。 

（同趣旨他４件） 

 

産業拠点としての利用にとどまら

ない新たな土地利用の可能性を視野

に入れ、水素の活用や先端テクノロ

ジーを体感できるエンターテインメ

ント性のある交流空間、新技術を身

近に感じられる未来型都市空間を目

指すなかで、そうした方向性に合っ

た商業施設などの導入可能性につい

て検討を進めます。 

Ｃ 

２３ 

立地特性から、産業用途がメインとなる

と思う。直近での整備予定は無いと思う

が、「商業・文化・生活等」用途で外部か

らヒトを呼び込むことについては、慎重に

検討すべきだと思う。 

（同趣旨他１件） 

 

扇島地区の先導エリア以外につい

ては、長期的かつ段階的な整備を想

定していることから、時代に即した

可変的かつ多様な可能性を担保しな

がら土地利用を推進することとし、

導入機能候補の一つとして「商業・

文化・生活等」を整理しておりま

す。 

今後、事業進捗を図るなかで、扇

島地区周辺の土地利用や基盤整備の

状況などを踏まえて、産業拠点とし

ての利用にとどまらない新たな土地

利用の可能性について検討を進めて

まいります。 

Ｄ 
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２４ 

昨今各業界において人手不足が顕著に表

れており、これを解消するために中小企業

は外国人技能実習制度を活用して人手不足

を補っている状況。政府も外国人労働者

（技能実習制度）の見直しを進めており、

労働力確保が喫緊の課題になっている。 

外国人労働者が来日するまでに習得する技

能と来日後に即戦力で活躍できる技能とで

は発展途上国の労働者の場合大きな隔たり

があり、そこで、来日後即座にその職種の

専門学校に入学し、ハイスピードで技術を

習得出来る国際的な職業訓練施設を今回の

土地利用の一部に設けられればと思う。各

民間業界団体において外国人労働者育成の

ために学校運営を希望する民間法人を募集

し、その一部を国、若しくは県及び市で補

助して頂き、物流拠点や開発拠点のみなら

ず、人の育成拠点にも行政の力を注入して

頂きたい。 

川崎臨海部の３０年後の将来像や

その実現に向けた戦略、取組の方向

性、具体的なプロジェクトを示す

「臨海部ビジョン」では、人材育

成・交流に関わる基本戦略として、

技能人材や高度技術者等の育成の仕

組みを整備し、国内外から高度人材

が集まり育つ環境を創ることを掲げ

ております。 

こうしたビジョンの戦略と整合を

図りながら、土地利用の方向性や導

入機能について検討を進めていきま

す。 

Ｅ 

２５ 

川崎市は産業都市であり、多くの技能を

持った高齢者の方々が多数在住し、これか

ら６５歳以上の高齢者も何らかの仕事をし

なければ生きていけない状況になり得る。 

体は高齢化されても技術指導はできる高

齢者は沢山おり、この埋もれた高齢者の人

材を外国人育成の専門学校において技術指

導者として雇用すべきである。 

２６ 

ＧＸ、ＤＸによる最新技術を導入した港

湾物流拠点や高度物流拠点とすることで、

周辺住民の利便性が向上し、魅力ある川崎

市となるような計画をお願いしたい。 

（同趣旨他２件） 

 

設備スマート化や輸送効率化、カ

ーボンニュートラル化に資する高度

な物流機能、水素等供給拠点から出

た冷熱を利用した倉庫、それらの利

用を支える公共的に利用できる港湾

施設などの導入について、検討・調

整を進め、将来にわたり市民生活を

支え、誇れる場所となるよう取組を

進めていきます。 

Ｂ 

２７ 

高度物流・港湾物流ゾーンは、現時点で

開発可能な技術・道筋が立っていることか

ら、先導エリアとしてゾーニングされてい

ると考えたのですが、東扇島や大黒ふ頭と

の差異もなく真新しさや未来へ向かうイメ

ージがありません。ゆくゆくは、物流ゾー

ンを縮小して次世代産業ゾーンを支えるエ

リアとしてはいかがか。 

物流については、次世代産業に繋

がる高度物流機能を想定しておりま

すが、将来的な需要や社会情勢の変

化などを踏まえて、適宜検討してい

きます。 
Ｃ 
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２８ 

ＡＩやＩｏＴを活かした産業拠点を目指

すべく、水素ステーションを中心とした物

流施設・研究施設・データセンターに加

え、雇用を考えた住宅エリアを検討してい

ただきたい。 

先導エリア以外の導入機能候補と

しているのは、実証データの取得・

活用を目的とした短期滞在型の住宅

であり、現段階では一般的な住宅と

は異なる施設を想定しております

が、扇島地区周辺の土地利用や今後

の基盤整備の状況などを踏まえて、 

こうした土地利用が可能となる条件

について確認してまいります。 

Ｄ 

２９ 

市立病院の建て替えの際の移設候補地と

して検討してはいかがか。 

（同趣旨他１件） 

市立病院は市民に身近なエリアに

あることが求められると考えられる

ため、現時点においては導入機能候

補として想定しておりませんが、今

後の扇島地区周辺の土地利用や基盤

整備の状況などを踏まえて、こうし

た土地利用が可能となる条件につい

て確認してまいります。 

Ｄ 
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３０ 

産業集積地として発展していくには、そ

の産業に特有のハザードに対応するため用

途を制限し適切な離隔を設けるなどのリス

クマネジメントが必要である。これは危険

物等製造業に限らず、高度な研究開発やそ

の新技術による産業化のためにも物理的な

対策と、事業者と一般市民のリスクコミュ

ニケーションの両方が高度に成立している

ことが必要である。 

高度なリスクマネジメントが可能である

ことによってより大きなハザードを扱うこ

とができるという川崎臨海部の特性を失わ

ないよう土地利用を調整していくべきと考

える。 

市街地から離れた首都圏内の広大

な敷地の土地利用転換となり、様々

な事業活動が可能な環境が整ってい

るという扇島地区の地理的特性を活

かして、産業の動向や進出意欲の高

い事業者の意向等も捉えながら、公

共性・公益性の高い土地利用を実現

する観点から、高いセーフティレベ

ルが求められる研究開発機能の導入

の可能性や条件について検討してま

いります。 

Ｃ 

３１ 

扇島地区は川崎臨海部の最外縁にあり数

社の立地事業所従業員しか立ち入ることが

できないという高度な安全管理と秘密管理

に適した地区である。これは先端技術、高

度な研究開発に必要な立地特性でありこれ

を活かした導入機能を想定するべきと考え

る。 

原子力の利用に関する研究開発、感染症

および医薬品の研究開発、安全性評価の確

立していない新マテリアルの研究開発・製

造などの分野では適切な立地場所がないた

めに研究ができなかったり、施設を設置し

たものの研究内容が制限されたりしてお

り、日本の競争力の阻害要因となってい

る。 

川崎市には化学工業と素材産業の研究所

のほか東芝や実中研など原子力・生物・化

学のハザードに対応してきたノウハウがあ

り、国家課題の解決に寄与できるチャンス

と捉え積極的に誘致ＰＲを実施すべきと考

える。 

３２ 

扇島の導入想定施設で「次世代ジェット

燃料の開発・製造等施設」を想定されてい

るが、先日公表された骨太方針２０２３に

おいて、ＳＡＦのほか合成燃料（ｅ－ｆｕ

ｅｌ）や合成メタン（ｅ－ｍｅｔｈａｎ

ｅ）等のカーボンリサイクル燃料について

も研究開発や設備投資、需要創出の取組を

推進するとしており、これらの開発等に資

する施設についても導入想定施設として含

めた方がよいのではないか。 

扇島地区の土地利用の方向性とし

て「カーボンニュートラルを先導」

と整理し、また、先導エリア以外の

導入機能候補として「陸海空の結節

点となり得る地理的優位性」や、先

導エリアで整備を想定する「水素を

軸としたカーボンニュートラルの拠

点」などの扇島地区の強みを活か

し、カーボンニュートラルエネルギ

ーを生み出す拠点の形成を目指すこ

ととしていることから、合成燃料や

合成メタン等のカーボンリサイクル

燃料はこれらの考え方に合致するた

め、土地利用方針に反映いたしま

す。 

Ａ 
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３３ 

扇島が、最先端の人材が集まり川崎臨海

部のブランド価値やプレゼンスの向上に寄

与するエリアとなり、また市民が身近に感

じることができ、誇りを持てる、賑わいと

交流の拠点となる魅力的な場所となるよう

に、まちづくりを行うためには、商業・文

化・生活等の機能はゾーニングイメージに

示した規模のエリア面積は最低限必要であ

り、時機が来るまで手を付けずに土地空間

を確保しておいた上で、特に商業施設・ホ

テルに関しては、中途半端なものではな

く、国内外問わず遠方からもわざわざ訪れ

たくなるような、旅の目的地になる規模と

魅力を有する施設の整備を目指して頂きた

いと思います。 

扇島地区の先導エリア以外につい

ては、長期的かつ段階的な整備を想

定していることから、時代に即した

可変的かつ多様な可能性を担保しな

がら土地利用を推進することとし、

導入機能候補の一つとして「商業・

文化・生活等」を整理しておりま

す。 

今後に向けましては、先端テクノ

ロジーを体感できるエンターテイン

メント性のある商業施設やホテル等

の導入可能性について、検討を進め

てまいります。  

Ｃ 
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（４）基盤整備に関すること（１４０件） 

No. 意見の要旨 本市の考え方 区分 

１ 

物流施設などにおいては、航路に加え、

トラックなどの陸上交通アクセスが盤石で

あることが求められるため、災害時も考慮

して複数のアクセスが可能な整備が必要だ

と考える。 

（同趣旨他４件） 

土地利用転換による扇島への複数

アクセスの必要性については、物流

施設も含め、扇島地区の土地利用転

換により新たに発生する交通需要が

周辺地域を含めた全体交通ネットワ

ークに大きく影響することから、発

生集中交通量による周辺道路への影

響について検証し、基幹的交通軸と

してＢＲＴや鉄軌道等の様々な交通

手段の検討を行うなど、臨海部の交

通機能強化に向けた検討を進めてま

いります。 

Ｂ 

２ 

大水深バースを有する港湾は、カーボン

ニュートラル拠点や港湾物流拠点、また災

害時の利用としての大変重要です。これに

配慮して、今後予想される関東エリアの大

地震に対しても、流動化や被災することな

く地震後も継続的に利用可能な耐震性を有

するものとすべきである。 

 

 

２０５０年頃の土地利用転換の概

成に焦点をあわせて、将来的に必要

なインフラ等の方向性を検討する中

長期的取組として、先導エリアのバ

ースの需要の見込み、先導エリア以

外の土地の利用方法等を考慮した港

湾機能の拡張や、防災拠点としての

位置づけも考慮したバースの耐震化

などについて検討を行い、必要に応

じて耐震化工事や拡張を行ってまい

ります。 

Ｃ 

３ 

バースにアクセスする公道（臨港道路

等）を整備すべきである。 

 

 

当該バースについては、すでに水

素等供給拠点整備の調整を進めてい

る事業者から利用したい旨の申出が

されているところですが、整備に当

たって、川崎港の他の物流課題の解

決にも資するなど、バースの効果的

な活用形態について検討・調整を行

うとともに、バース整備に合わせた

アクセス道路の整備についても調整

を進めてまいります。 

Ｂ 

４ 

道路をはじめとした交通アクセスの整備
は、土地利用の全体の早期実現と利用拡大
の要である。開発エリア毎のスケジュール
に応じた集中的な投資と取組が必要であ
る。 
（同趣旨他１５件） 

扇島地区の土地利用転換は、大規

模かつ長期にわたることが想定され

るため、令和１０（２０２８）年度

からの一部土地利用開始にあわせて

道路等の整備を進める短期的取組

と、２０５０年頃の土地利用転換概

成にあわせて将来的に必要な交通イ

ンフラ等の方向性検討を行う中長期

的取組を並行して進め、切れ目のな

い基盤整備等に取り組んでまいりま

す。 

Ｂ 

５ 

本案に記載されている道路・交通アクセ

スの整備路線（国道３５７号 ①東扇島～

扇島間 橋梁、②同扇島内、③首都高速湾

岸線出入口４ランプ、④臨港道路東扇島水

江町線ランプ追加、⑤アクセス道路、⑥地

区内道路）、改修路線（構内通路⑦東西１

号、⑧東西２号、⑨扇島大橋）および検討

路線（⑩扇島～扇町間）が早期に整備され

ることを期待する。 

（同趣旨他３件） 
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６ 

扇島へのアクセスについて公共交通機関

が必要であり、鉄道が難しい場合はＢＲＴ

やバスになると思うが、速度の向上や定時

性を確保してほしい。 

（同趣旨他２８件） 

 

扇島へのアクセスについては、基

幹的交通軸としてＢＲＴや鉄軌道な

どの様々な交通手段の検討を行う中

で、ＢＲＴにつきましては、ＰＴＰ

Ｓ（公共車両優先システム）、バス

専用・優先レーンの効果的な運用に

よる速達性向上や定時性確保につい

て検討を行ってまいります。 

Ｃ 

７ 

周辺道路への影響を考慮し、渋滞対策も

併せて実施していただきたい。 

（同趣旨他６件） 

 

渋滞対策については、扇島地区の

土地利用転換により新たに発生する

交通需要が周辺地域を含めた全体交

通ネットワークに大きく影響するこ

とから、発生集中交通量による周辺

道路への影響について検証を行い、

臨港道路東扇島水江町線ランプ追加

などの検討を進めてまいります。 

Ｃ 

８ 

南北方向の道路について、扇島と扇町を

結ぶ道路の整備は長期間かかることが予想

されるため、ＪＦＥスチール株式会社の海

底トンネルを活用することも検討すべきで

ある。 

（同趣旨他１３件） 

 

ＪＦＥスチール株式会社所有の海

底トンネルについては、高炉等休止

後も横浜側の工場操業のため使用を

継続する予定と伺っており、通行に

あたっては同社の許可を得る必要が

あります。 

今後の活用方法については、一般

利用を想定した場合、法令や構造上

の検証などが必要になると認識して

おり、様々な可能性について同社と

検討を行ってまいります。 

Ｃ 

９ 

臨海部第一層、第二層においては東西方

向の道路が少なく、産業道路に交通が集中

しているため、殿町夜光線の横浜方面への

延伸など、東西方向の道路整備促進を希望

する。 

（同趣旨他６件） 

 

臨海部第一層、第二層における交

通課題については、扇島地区の土地

利用転換により新たに発生する交通

需要が周辺地域を含めた全体交通ネ

ットワークに大きく影響することか

ら、発生集中交通量による周辺道路

への影響について検証を行い、殿町

夜光線の延伸である臨海部幹線道路

を含め臨海部の交通機能強化に向け

た検討を進めてまいります。 

Ｃ 

１０ 

臨海部の交通機能強化に向けた実施方針

で、臨海部の基幹的交通軸の浜川崎・南渡

田アクセス軸となる鉄道として、川崎駅と

浜川崎駅を結ぶ路線の整備が構想されてい

る川崎アプローチ線について、浜川崎駅か

ら扇町経由での扇島までの延伸を中長期の

構想に加えていただきたい。 

（同趣旨他８件） 

川崎アプローチ線の扇島への延伸

については、土地利用転換により新

たに発生する需要や収支採算性等の

課題について鉄道事業者等と協議を

行うとともに、扇島地区と内陸部の

円滑な接続を図る「扇島～扇町間」

アクセス軸としてＢＲＴや鉄軌道な

どの様々な交通手段の検討を行うな

ど、臨海部の交通機能強化に向けた

検討を進めてまいります。 

Ｃ 
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１１ 

国道３５７号について、扇島～東扇島の

ほか、東扇島～浮島、扇島～大黒ふ頭も整

備してほしい。国道３５７号が東京から横

浜までつながることで、産業道路の交通渋

滞緩和が期待できる。 

（同趣旨他３４件） 

国道３５７号は、首都圏の広域的

なネットワークを構築する重要な路

線であり、その整備により、臨海部

地域における渋滞緩和・交通利便性

向上のほか、臨海部全体の活性化や

災害時の交通・物流機能の確保など

も図られることから、早期整備に向

けて関係者と調整を進めてまいりま

す。 

Ｃ 

１２ 

北方向（扇町）のアクセスルートを補強

してほしい。 

（同趣旨他２件） 

 

扇島から扇町へのアクセスについ

ては、扇島地区の土地利用転換によ

り新たに発生する交通需要が周辺地

域を含めた全体交通ネットワークに

大きく影響することから、発生集中

交通量による周辺道路への影響につ

いて検証し、内陸部アクセス道路等

（扇島～扇町間）の検討を行うな

ど、臨海部の交通機能強化に向けた

検討を進めてまいります。 

Ｂ 

１３ 

海上交通網の検討もしてもらって、陸海

空の交通整備をして欲しい。 

 

 

扇島地区へのアクセスについて

は、扇島の陸海空の結節点となり得

る地理的優位性を活かした交通結節

機能の整備により、臨海部への多種

多様な産業や人材の集積に繋がるこ

とが期待されることから、これらの

集積状況を踏まえ、水上交通も含め

様々な交通網について検討を行って

まいります。 

Ｃ 

１４ 

市民ランナーや歩行者にも考慮した道路

にし、徒歩又はランニングでも訪れる事が

出来る魅力ある、安全な道路にしてほし

い。 

（同趣旨他１件） 

 

扇島地区の道路整備にあたって

は、土地利用転換により導入される

カーボンニュートラルエネルギー、

次世代産業、商業・文化・生活等の

機能を踏まえ、扇島地区の地域・交

通・ネットワークの各特性に応じて

必要な道路機能の検討を行ってまい

ります。 

Ｃ 

１５ 

扇島の土地利用転換の工事をはじめ各種

計画を立案する際は、産業道路をはじめ、

周辺道路への影響を最小限に抑えられるよ

う、船舶による輸送や汚染土を島内で現地

封じ込めするなど搬出量の最小化などを意

識していただきたい。 

（同趣旨他５件） 

土地利用転換の取組を推進するに
あたっては、産業道路をはじめとす
る周辺の道路環境への配慮ととも
に、土壌汚染等の状況に応じた適切
な対策が講じられるよう、地権者を
はじめとする関係者と協議・調整を
進めてまいります。 

Ｄ 
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（５）その他（１０２件）  

No. 意見の要旨 本市の考え方 区分 

１ 

扇島に水素供給拠点を整備したのち、

川崎市臨海部全体及び東京、横浜への水

素供給網を整備することにより、広域的

な地域の脱炭素化推進を図るべきであ

り、川崎市が旗振り役となって、東京、

横浜との連携を積極的に進めてほしい。 

（同趣旨他２７件） 

本市は、水素等の供給体制の構築等

について連携・協力するため、昨年７

月に横浜市と、本年６月には大田区、

東京都と水素等の利活用拡大に向けた

連携協定を締結しております。 

こうした取組により、地域のカーボ

ンニュートラル化の推進を図ってまい

ります。 

Ｂ 

２ 

ＣＯ２削減の取組が、必ずしも経済的

な強さや地政学的な優位性につながると

は言えない。ＣＯ２排出削減の必要性は

理解するが、それが２０年、５０年後の

未来、現在における世代間問題を解決す

るに至るものであるのかという観点から

検討をお願いしたい。 

土地利用方針案においては、扇島地

区等において、カーボンニュートラル

の実現と同時に、次代の柱となる新た

な産業の創出を図るなど、川崎臨海部

の長期にわたる持続的発展に繋げ市民

の生活を支えるとともに、我が国の課

題解決に資する公共性・公益性の高い

土地利用転換を実現することとしてお

ります。 

Ｄ 

３ 

国際港湾の防犯の観点からも高所から

のカメラ稼働を公開ホームページ等でリ

アル公開してほしい。 

 

 

 

 川崎港の制限区域においては、改正

ＳＯＬＡＳ条約による保安基準を満た

した保安対策を施す必要があり、国の

指導のもとに保安措置のための監視カ

メラ、物的障壁（フェンス・ゲート）

などを設置、制限区域での身分の確認

を強化するなど、テロ活動を阻止する

ための保安対策を強化しております。 

 扇島においても水素を軸としたカー

ボンニュートラルの拠点やバース等を

活用した港湾物流拠点などの導入機能

を検討しているため、他のバースと同

様な保安対策が必要になることが考え

られますが、保安対策の面から撮影内

容を公開することは制限区域内の情報

流出につながるため、実施は難しいと

考えております。 

Ｅ 
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４ 

南渡田地区への研究開発拠点の立地が

提案されているが、近年の研究開発拠点

の立地をみるとかつてのような、郊外型

の立地ではなく、みなとみらい地区に多

くの研究開発拠点が立地しているよう業

務時間外のプライベートな時間に都市的

な活動（商業・スポーツ・アミューズメ

ントなど）にアクセスしやすい立地が従

業員目線で選定される傾向にあるので、

全体として魅力的な土地利用になるよう

に計画しないと、研究開発拠点の立地は

難しいのではないか。 

 

 

 南渡田地区については、令和４年８

月に「南渡田地区拠点整備基本計画

（以下「基本計画」という。）」を策

定しました。 

また、令和５年３月には北地区北側

の事業パートナーが選定され、研究開

発機能を中心としたまちづくりに着手

することが決定されるなど、基本計画

に基づく「マテリアル（素材）から世

界を変える産業拠点」の形成に向け

て、着実に事業推進を図っているとこ

ろです。 

土地利用については、拠点形成の核

となる研究開発機能の集積を図るとと

もに、御意見にあるとおり、就業環境

を向上させる生活支援機能や憩い・交

流機能、その他様々な産業支援機能な

どを複合的に導入することが重要と認

識していますので、引き続き、拠点全

体の価値向上等につながる取組みを推

進し、賑わいや魅力の創出を図ってま

いります。 

Ｃ 

５ 

新たなモビリティの実証実験や映画な

どのロケの場所等も含め、製鉄所の活用

の検討を進めていただきたい。 

 

 

製鉄所の利用については、未来の技

術を実証する場の形成や、市民が身近

に感じ、誇りを持てる広報・ブランデ

ィングの推進の必要性を考慮し、地権

者と連携しながら検討を図ってまいり

ます。 

Ｃ 

６ 

脱炭素を全面的にアピールしているこ

とから、扇島にある既存ストックをでき

るだけ壊さずに開発を進めていただきた

い。既存基礎杭を有効利用するなどを奨

励し、障害とならないような地下埋設物

を無駄に解体し廃棄物にするようなこと

は極力止めていただきたいと思う。せっ

かく脱炭素を目指しながら開発工事で逆

なことをやっているようでは、目的の一

つであるカーボンニュートラルと逆行し

てしまう。 

土地利用の具体化にあわせて、既存

基礎杭を活かした新たな構造物・建築

物の整備や、コンクリート及びスクラ

ップの扇島内の再利用の可能性につい

て、地権者や関係者間で検討・調整し

てまいります。 Ｃ 
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７ 

広く市民に知ってもらうために、現地

でのＰＲ施設の設置や、イベントの開

催、ウェブサイト等様々な手段での広報

を検討してほしい。 

（同趣旨他１７件） 

 

扇島地区においては、土地利用の方

向性として「カーボンニュートラルを

先導」や「常に進化するスーパーシテ

ィを形成」を掲げ、エネルギー構造の

転換を先導するエリアや、いつ訪れて

も常に最先端の未来空間を体験できる

エリアの形成を目指しております。 

こうした土地利用について市民が身

近に感じることができ、また、誇りを

持てるように広報やブランディングを

戦略的に推進してまいります。 

Ｂ 

８ 

土壌汚染などは、豊洲市場の建設時に

も問題になったとおり、いち民間企業が

対応するのは現実的ではない。規制緩和

や補助金など、川崎市による強力な後押

しが必要である。 

土壌汚染などについては、土地所有

者が対応することが原則であり、公共

としての役割のあり方については引き

続き検討してまいります。 

Ｄ 

９ 

自然を再生し、環境再生拠点としての

側面をアピールするべき。鉄鋼業による

土壌汚染を最新技術（ファイトレメディ

エーション等）で浄化し、自然を創出す

れば、工業地帯での新たな開発のあり方

として国内・海外に発信できるのではな

いか。ただ封じ込めを行うだけでなく、

土地そのものの再転換に期待する。 

（同趣旨他１件） 

土壌汚染の対応方法については、環

境への影響などを考慮しながら、土地

所有者、関係事業者等と協議・調整を

進めてまいります。 

Ｃ 

１０ 

臨海部の工場、とりわけＪＦＥスチー

ル株式会社（旧日本鋼管株式会社）は、

創業以来長期間にわたり、大量のばい

煙・硫黄酸化物・窒素酸化物等を排出し

周辺住民及び川崎市民に対し、公害病等

の発生をはじめ甚大な健康被害・生活障

害をもたらしてきた。そのことにより、

公害裁判で加害責任が厳しく問われたこ

とは周知の事実です。よって、土地利用

方針の大前提として、二度と公害を出さ

ない施設に限ることを求める。 

（同趣旨他１件） 

土地利用方針案においては、扇島地

区等において、カーボンニュートラル

の実現と同時に、次代の柱となる新た

な産業の創出を図るなど、川崎臨海部

の長期にわたる持続的発展に繋げ市民

の生活を支えるとともに、我が国の課

題解決に資する公共性・公益性の高い

土地利用転換を実現することとしてお

ります。 

 市民の方々の生活環境に十分配慮す

るとともに、将来にわたり市民生活を

支え、市民が誇れる場所となるよう、

土地利用転換の取組を進めてまいりま

す。 

Ｄ 

１１ 

ＪＦＥスチール株式会社の撤退範囲で

同社が保有している緑地（樹木）が不要

となる範囲が発生すると思われるが、温

暖化防止・大気汚染防止の観点から再活

用が有効と考えるが活用計画はあるか。 

（同趣旨他４件） 

地権者が保有する緑地や樹木の取扱

いについては、地権者に確認してまい

ります。 
Ｅ 
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１２ 

川崎市が、令和５年９月のＪＦＥスチ

ール株式会社東日本製鉄所京浜地区の高

炉等休止を前にして、今真っ先にやるべ

きことは、同社の撤退で職場を失う労働

者や、関連下請け事業者への全力支援で

ある。関係者からも以前から強く要請さ

れていた合同企業面接会がやっと７月に

開催される。同社まかせにせず、最後の

一人まで市民の雇用を守り抜くことこ

そ、川崎市の責任のはずである。 
（同趣旨他１件） 

ＪＦＥスチール株式会社東日本製鉄

所京浜地区の高炉等を休止することに

伴い、県内経済や雇用への影響が懸念

されることから、関係行政機関におけ

る情報共有等を行い、連携した対応を

図ることを目的として、令和４年３月

２５日に、国・神奈川県・横浜市・本

市が合同で「ＪＦＥスチール株式会社

の高炉等休止に係る関係行政機関連携

本部」を設置し、そのもとに具体な支

援策を検討・実施するために地域経済

部会及び雇用部会を置き、特別相談窓

口の開設や合同企業面接会の開催等の

支援を実施しております。 

今後も、本市としては、関係行政機

関等と連携し、地域経済及び雇用に関

する取組を進めてまいります。 

Ｅ 

１３ 

令和１０（２０２８）年度からの一部

土地利用開始とあるが、その目標のため

には、施設に関連する民間企業との連

携・調整にも配慮が必要である。 

（同趣旨他６件） 

 

令和１０（２０２８）年度からの一

部土地利用開始に向けて、水素等供給

拠点や基盤などの整備を着実に行うた

めには、扇島地区内で実施される各種

工事の全体マネジメントなどが必要で

あり、関係者と具体的な調整を進めて

まいります。 

Ｂ 

１４ 

公園や海岸の歩行者散策路を整備する

ための、公共用地を企業側に要請・交渉

し確保する。 

公共用地の提供など、開発に伴う民

間事業者の負担の範囲につきまして

は、土地利用の公共性や公益性を踏ま

え、今後調整を図ってまいります。 

Ｃ 

１５ 

扇島は川崎市と横浜市にまたがってい

るため、両市が連携した大規模開発が求

められるのではないか。大規模防災公

園・医療施設整備による首都圏のレジリ

エンス向上によって京浜臨海部や羽田空

港、東京都臨海副都心エリアに波及する

開発を希望する。 

（同趣旨他２件） 

扇島地区の横浜市側は、ＪＦＥスチ

ール株式会社が操業を継続することと

しておりますが、横浜市とは、ＪＦＥ

スチール株式会社東日本製鉄所京浜地

区の土地利用転換について、情報共有

を適宜行っております。 

土地利用方針案の第７章（５）京浜

臨海部を含む周辺一帯への波及効果で

示しておりますとおり、こうした効果

の実現に向けて、取組を進めてまいり

ます。 

Ｃ 
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１６ 

大規模開発を民間事業者だけで整備す

ることは現実的ではない。国策として、

国・自治体が積極的に介入し、柔軟な支

援を行うべきだと考える。 

（同趣旨他１０件） 

扇島地区等全体の土地利用転換を実

現するためには、長期を見据えた基盤

整備のほか既存構造物の撤去等に莫大

なコストが必要となりますが、本市と

しては公共性・公益性の高い土地利用

を志向していることから、国の重要政

策・制度と連動を図り、協議・調整し

ながら適切な官民の役割分担について

検討・調整していきます。 

Ｄ 

１７ 

扇島の北側においてはＪＦＥスチール

株式会社以外の企業が所有している土地

があり、遊休化している土地もある。そ

れらも含めて土地利用のあり方を幅広く

検討すべきである。 

（同趣旨他８件） 

 

本土地利用方針案の対象範囲として

は、高炉等休止により用途未定となる

扇島南地区（川崎側）を含む、ＪＦＥ

スチール株式会社が所有するおよそ 

４００ヘクタールの土地としています

が、扇島地区の土地利用転換の進捗に

よる交通基盤整備の進捗状況の変化を

踏まえながら、周辺の地域の土地所有

者とも情報共有し連携を図ってまいり

ます。 

Ｃ 

１８ 

ＪＦＥスチール株式会社・川崎市・国

の会議のみで活用方針を決めるのではな

く、進出検討企業や地元関係者、地域住

民、学識者等との積極的な対話機会を創

出し、柔軟な検討をするべき。 

（同趣旨他３件） 

 

本土地利用方針案の策定にあたって

は、扇島地区土地利用検討会議におけ

る有識者からの意見や、臨海部大規模

土地利用調整会議での関係省庁との検

討・調整、パブリックコメント実施に

よる市民の方々などからの御意見のほ

か、民間企業へのヒアリング等を踏ま

えて、土地利用の方向性や導入機能、

基盤整備の考え方などについて整理を

しています。 

今後も多様な意見を伺いながら、土

地利用転換が効果的に進むよう、取り

組んでまいります。 

Ｄ 
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１９ 

先導エリアだけでなく、先導エリア以

外の検討も並行して進めてほしい。 

（同趣旨他２件） 

 

先導エリア以外については、広大な

敷地に高炉や製鋼工場などの堅牢な構

造物が多く存在しているため、長期的

かつ段階的な整備が想定されることか

ら、時代に即した可変的かつ多様な可

能性を含む土地利用を担保しておく必

要があります。 

そうしたことを踏まえて、先導エリ

アの導入機能の検討と並行して、先導

エリア以外の導入機能候補として、

「カーボンニュートラルエネルギ

ー」、「産業構造の転換に寄与する次

世代産業」、「産業支援機能」、「空

のモビリティ等」、「商業・文化・生

活等」、「首都圏防災を支える拠点」

などを整理しております。 

今後は、国などの政策動向や産業動

向、事業者の進出意欲などを把握し、

国や地権者等と連携しながら土地利用

転換を推進してまいります。 

Ｂ 

２０ 

扇島が元々工場地帯であることから

か、地名自体あまり名が知られていない

と思う。川崎市のシンボルになるような

土地利用を期待する。 

扇島地区については、水素を軸とし

たカーボンニュートラルエネルギーの

拠点をはじめ、いつ訪れても常に最先

端の未来空間を体験できるエリアの形

成を目指しております。 

こうした土地利用について市民が身

近に感じることができ、また、誇りを

持てるように、広報やブランディング

を戦略的に推進していきます。 

Ｂ 
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６ 案からの変更点 

  パブリックコメントによる市民意見を踏まえた変更（※下線は変更箇所） 

変更の概要 変更内容【変更後】 【変更前】 

「経済財政運営と改革の

基本方針２０２３」（いわ

ゆる「骨太方針」）を踏ま

えた土地利用に対する意見

を受けて、「第７章 土地

利用の具体化に向けた検

討」に、導入施設に関する

説明を加筆 

【土地利用方針の概要】 

（Ｐ４） 

次世代ジェット燃料等の

開発・製造等施設 

（Ｐ１０） 

例:次世代ジェット燃料等

の開発・製造等施設 

 

【土地利用方針】 

（Ｐ２９） 

水素等のエネルギーを利

用した発電所、カーボンフ

リーな次世代ジェット燃料

やカーボンリサイクル燃料

等の開発・製造を行う施設

などについて 

（Ｐ３２） 

次世代ジェット燃料等の

開発・製造等施設 

（Ｐ５４） 

次世代ジェット燃料等の

開発・製造等施設 

（Ｐ５８） 

次世代ジェット燃料やカ

ーボンリサイクル燃料等の

開発・製造等の施設が、 

【土地利用方針案の概要】 

（Ｐ４） 

次世代ジェット燃料の開

発・製造等施設 

（Ｐ１０） 

例:次世代ジェット燃料の

開発・製造等施設 

 

【土地利用方針案】 

（Ｐ２９） 

水素等のエネルギーを利

用した発電所、カーボンフ

リーな次世代ジェット燃料

の開発・製造を行う施設な

どについて 

 

（Ｐ３２） 

次世代ジェット燃料の開

発・製造等施設 

（Ｐ５４） 

次世代ジェット燃料の開

発・製造等施設 

（Ｐ５８） 

次世代ジェット燃料の開

発・製造等の施設が、 

 



① 扇島地区[約280ha]︓ 扇島南地区(川崎側) [約222ha] 、扇島北地区[約57ha]
② 周辺地区[約74ha] ︓ 池上町[約25ha] 、扇町[約23ha] 、水江町[約26ha]
③ 南渡田地区[約52ha] ・新産業拠点形成を進める一連の土地利用転換の先鞭

・平成14(2002)年 都市再生緊急整備地域指定
・令和4(2022)年8月 南渡田地区拠点整備基本計画策定

（３）扇島地区における開発エリアの考え方

（２）対象範囲

「JFEスチール株式会社東日本製鉄所京浜地区の高炉等休止に伴う土地利用方針」の概要

① 果たすべき役割、土地利用の方向性、導入機能、基盤整備に関する本市の
考え方などを取りまとめ、本市やJFEをはじめ、国や周辺企業などの多くの関係者と共有

② カーボンニュートラルの実現と同時に、次代の柱となる新たな産業の創出
③ 川崎臨海部の長期にわたる持続的発展に繋げ、市民の生活を支えるとともに、
我が国の課題解決に資する効果的な土地利用転換を早期に実現

ア 我が国の鉄鋼産業を取り巻く状況／事業環境変化→国内の老朽化高炉閉鎖や改修へ
イ JFEスチール㈱の高炉等休止（令和5(2023)年9月予定）
・同社がもたらした産業発展等→税収や雇用など本市の施策に多大な影響

ウ 川崎臨海部／鉄鋼、石油等の素材産業、エネルギー、物流施設集積→産業構造変化／
殿町国際戦略拠点「キングスカイフロント」、「カーボンニュートラルコンビナート構想」

エ 令和3(2021)年2月 川崎市とJFEホールディングス㈱ 協定締結、方針策定に向け検討
・相互に協力し川崎臨海部における地域の持続的な発展に向けた土地利用を推進

(目的)

ア 「先導エリア」 [約70ha] ︓原料ヤードの一部及び大水深バースのエリア
・原料ヤード用地は、既存構造物が少なく、早期の土地利用転換が可能
・隣接する大水深バースは、土地利用転換を進めるにあたっての強み

イ 「先導エリア以外」 ︓段階的な整備を想定
・高炉や製鋼工場などの堅牢な構造物が多く存在
・扇島北地区は扇島南地区の開発状況と連動した整備を想定

（１）背景・目的

１ はじめに 【本編︓第１章】

ア 令和３(2021)年５月〜 「扇島地区土地利用検討会議」
・知見が豊富で国の審議会等に参画するなど広域的な視点を有する有識者に意見聴取

イ JFEや国、民間事業者等のステークホルダーとの協議・調整
ウ 令和４(2022)年11月
「JFEスチール株式会社東日本製鉄所京浜地区の高炉等休止に伴う土地利用に係る
基本的な考え方」公表

エ 令和５(2023)年１月〜 「臨海部大規模土地利用調整会議」
・我が国が抱える課題の解決につながる公共性・公益性の高い土地利用転換の早期実現

オ 国をはじめとした様々なステークホルダーとの検討・調整の場における意見等を踏まえ
本方針を策定。引き続き協議・調整しながら取組を推進

（４）取組の経緯

1

２ 扇島地区等を取り巻く状況 【本編︓第２章〜第４章】

（１）川崎臨海部を取り巻く現状（川崎臨海部全体︓約2,800ha）

ア 本市の製造品出
荷額の７割産出
→製造業の中心的
役割を担い、近年で
は産業の新陳代謝
が進展

イ 平成30(2018)
年「臨海部ビジョン」
→我が国有数の産
業拠点、持続的発
展のためリーディング
プロジェクトを推進

鉄鋼、石油、化学等の素材産業やエネルギー、物流施設が集積、国内有数のコンビナート

→「扇島地区等」[約400ha]とし、次の地区で構成

ア 高炉等休止により用途未定となる扇島南地区(川崎側)
イ 土地利用転換が見込まれるJFEスチール㈱事業所内他地区

⇒川崎臨海部は、法人が納める税目の約４割を占める等、本市産業をリード
その中で、JFEスチール㈱は、最大の事業面積をもつ企業

川崎臨海部の基礎データ
面積︓約2,800ha

事業所数︓約2,700
従業者数︓約71,000人

「川崎臨海部土地
利用誘導ガイドライン」
における戦略拠点及び
サポートエリアの一部

大規模な土地利用転換

物流施設の集積

石油産業の集積

エネルギー施設の集積

︓土地利用転換を実施する範囲

︓土地利用転換が見込まれる範囲

︓土地利用転換に向け、拠点整備
基本計画を策定した範囲

︓当面操業を継続するが、将来的には
土地利用転換の可能性がある範囲

 資料２ 



2

「JFEスチール株式会社東日本製鉄所京浜地区の高炉等休止に伴う土地利用方針」の概要

（４）我が国の課題に対応し得るテーマの整理

国の重要政策における土地利用関連テーマ

➤ 産業構造の転換が進展
➤ 研究開発・イノベーション、物流拠点が形成
➤ 京浜臨海部再編整備マスタープラン
➤ 東京ベイeSGプロジェクト

➤ 新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画
➤ 国土形成計画
➤ 2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略
➤ カーボンニュートラルポートの形成に向けた施策の方向性

国の関連計画 京浜臨海部及び周辺の動向

特に親和性が高いと考えられるテーマ
防災・減災、

国土強靱化の推進
グリーントランスフォー

メーション(GX)への投資
デジタルトランスフォー

メーション(DX)への投資

スタートアップ
(新規創業)への投資

科学技術・イノベーション
への投資 経済安全保障の強化 食料安全保障の強化

エネルギー安全保障の強化

出所︓HySTRA出所︓川崎重工業㈱

出所︓
Chesky/Shutt
erstock.com

扇島地区等の特性
➤ カーボンニュートラルに取り組む産業基盤
➤ 周辺に産業・研究開発機能が集積
➤ 首都圏の一大消費圏に近接
➤ 広大な敷地を土地利用転換可能
➤ 陸海空の結節点となり得る地理的優位性
➤ 国内屈指の大水深バース

イメージ

出所︓
WorldStock/Shu
tterstock.com

イメージ イメージ イメージ

（３）周辺地区及び南渡田地区を取り巻く状況
リサイクル、エネルギー、物流等の多種多様な産業が集積、主要交通インフラに近接

【立地特性】
➤臨港道路東扇島水江町線等の
主要交通インフラに近接
➤多種多様な産業が集積
【立地状況】
➤鉄鋼業 ➤リサイクル業
➤石油・化学業
➤発電及び電力の供給事業
➤産業ガス業 など

① 北地区[約9ha]︓段階的整備→令和5(2023)年度北側研究
開発事業計画→令和9(2027)年度一部供用開始
② 南地区[約43ha]︓研究開発、実証・実装や製品化等を

一気通貫で行う産業拠点形成
【立地特性】
➤JR鶴見線・JR南武支線浜川崎駅、首都高速神奈川１号横
羽線浜川崎出入口や主要地方道東京大師横浜線等に近接
➤都市再生緊急整備地域に指定
➤素材・環境等の研究開発機能の集積(Think)
【立地状況】
➤鉄鋼業 ➤研究所 など

南渡田地区

水江町エリア

【立地特性】
➤主要交通インフラに近接➤多種多様な産業が集積
【立地状況】
➤鉄鋼業 ➤発電及び電力の供給事業
➤物流業 ➤化学工業 ➤リサイクル業 など

【立地特性】
➤臨港道路東扇島水江町線等の主要交通インフラに近接
➤殿町国際戦略拠点キングスカイフロントに近接
【立地状況】
➤鉄鋼業 ➤冷凍・冷蔵倉庫 など

池上町エリア

扇町エリア

【臨港道路東扇島水江町線】
完成時期:2027年度(予定)

（２）扇島地区を取り巻く状況
ア エネルギー施設などのカーボンニュートラルに取り組む産業基盤
イ 首都圏内の広大な土地利用転換で、様々な事業活動が可能な環境

出所︓「地理院地図」（国土地理院）（https://maps.gsi.go.jp/）をもとに作成（上下図）

【立地特性】
➤国内有数の大水深バースを有する
➤陸海空の結節点となり得る地理的優位性
➤羽田空港等との国道357号による接続が計画
➤首都高速湾岸線との接続予定
（高速出入口整備等を計画）

➤扇島及びその周辺にエネルギー施設等が集積
➤周辺に産業・研究開発機能が集積
【立地状況】
➤ JFE スチール㈱東日本製鉄所京浜地区中核工場
➤発電及び電力の供給事業➤産業ガス業 など

扇 島

ア 隣接地に多種多様な産業が集積、主要交通インフラに近接
イ 既存産業等と連携、現状の特性を活かし、臨海部の持続的発展に資する土地利用転換

（２）周辺地区の果たすべき役割

（１）扇島地区の果たすべき役割

３ 扇島地区等の果たすべき役割 【本編︓第５章】

ア 「脱炭素社会の実現」、「産業構造の転換」など、我が国が抱える課題を解決するフィールド
になり得るポテンシャル

イ 広大な敷地と陸海空の結節機能を活かし、緊急輸送ルートを確保、発災直後の応急対応、
首都圏のいち早い復旧・復興を成し遂げる役割

『未来志向の土地利用を通じて、平時は川崎臨海部の発展だけでなく、我が国の重点
課題の解決と国際社会におけるプレゼンスを高め、災害時には首都圏を守る要となる』

以上の内容と「臨海部ビジョン」における目指す将来像との整合を図り、役割を整理

『現状の特性を活かしつつ、臨海部全体で求められる機能に寄与する』

『マテリアル（素材）から世界を変える産業拠点』南渡田地区拠点整備基本計画
参考

︓土地利用転換の対象範囲︓扇島

︓土地利用転換の対象範囲

︓池上町・扇町・水江町・南渡田
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４ 扇島地区等の土地利用の方向性 【本編︓第６章】

（２）扇島地区の土地利用検討の視点

企業ヒアリング等によりニーズ・シーズの把握や実現可能性の確認を行い、方向性を整理

地理的優位性等を活かした効果的な土地利用に向けて、検討の視点を整理
ア カーボンニュートラルの実現など我が国の重点課題の解決に寄与する土地利用
イ 我が国の重点課題の解決と同時に産業競争力を高める土地利用
ウ 公共性・公益性と事業性の両立を考慮した土地利用
エ 長期的なトレンドを見据えた柔軟な土地利用
オ エリア間の相乗効果が図れる土地利用

未来を創造する技術を実証する場を形成し、
世界に先駆けた革新的な技術を次々に生み出し世界をリードするエリア

① 『カーボンニュートラルを先導』① 『カーボンニュートラルを先導』

①から④を目指すことにより、あらゆる最新技術が様々なステークホルダーにより実現され、
相乗効果が生まれることにより、すべての要素が絶えず進化し、
いつ訪れても常に最先端の未来空間を体験できるエリア

特区をはじめとしたさまざまな規制緩和制度の活用により、
我が国の未来を創造するあらゆる最新のサービスをいち早く実装し体感できるエリア

陸海空の交通結節機能を活かし、平時は経済的な価値を生み出し、
災害時には首都圏を守る要となるような、強靭な国土、経済社会システムを構築するエリア

カーボンニュートラルコンビナートを形成し、我が国のコンビナートの規範となることで、
エネルギー構造の転換を先導するエリア
② 『首都圏の強靭化を実現』② 『首都圏の強靭化を実現』

③ 『新たな価値や革新的技術を創造』③ 『新たな価値や革新的技術を創造』

④ 『未来を体験できるフィールドの創出』④ 『未来を体験できるフィールドの創出』

⑤ 『常に進化するスーパーシティを形成』⑤ 『常に進化するスーパーシティを形成』

（３）扇島地区の土地利用の方向性

果たすべき役割や企業からのヒアリング意見等を踏まえ、
『リサイクルをはじめとする産業の集積を活かした、臨海部の持続的発展への寄与』と整理

（４）周辺地区の土地利用の方向性

（１）扇島地区等の土地利用の方向性の整理

扇島地区（先導エリア）への導入機能
水素を軸としたカーボンニュートラルの拠点

「カーボンニュートラルに取り組む産業基盤」、「広大な敷地を土地利用転換可能」、
「国内屈指の大水深バースを保有」などの強み
→水素を軸としたカーボンニュートラルエネルギーの受入・貯蔵・供給の拠点形成
＜日本水素エネルギー㈱、岩谷産業㈱、ENEOS㈱＞
・液化水素の商用サプライチェーン構築に向けた商用化実証のための液化水素受入タンクや
港湾施設の導入についての技術調査（グリーンイノベーション基金活用）※

・タンク、港湾施設、関係する周辺の発電所に水素を供給するための配管などの整備について調整

＜㈱JERA＞
・水素等供給拠点の整備と関係する周辺の発電所への水素等供給の検討

バース等を活用した港湾物流拠点／最新技術等を活用した高度物流拠点

「首都圏の一大消費圏に近接」、「陸海空の結節点となり得る地理的優位性」などの強み
→GX・DXによる効率化・高付加価値化を実現した高度物流拠点や港湾物流拠点の形成
＜導入想定施設＞
・設備スマート化や輸送効率化、カーボンニュートラル化に資する高度な物流機能、水素等供給拠点

から出た冷熱を利用した倉庫、それらの利用を支える公共的に利用できる港湾施設など

カーボンニュートラル等の取組を契機に扇島地区を広く市民に知ってもらうための機能も検討・調整

５ 土地利用の具体化に向けた検討 【本編︓第７章】
（１）扇島地区への導入機能

早期の土地利用開始に向け、先導エリア以外の開発にもつながる機能
ア 先導エリアへの導入機能

【水素等受入タンク】
イメージ

出所︓OlegRi/Shutterstock.com

【冷熱を利用した倉庫】
イメージ

出所︓FOTOGRIN/Shutterstock.com

【輸送の効率化に資する高度物流】
イメージ

出所︓MiniStocker/Shutterstock.com

※ グリーンイノベーション基金を活用した液化水素の商用サプライチェーン構築の取組について
＜グリーンイノベーション基金＞
・日本の掲げる「2050 年カーボンニュートラル」に向けて、官民で野心的かつ具体的な目標を共有
・経営課題として取り組む企業などに対して研究開発・実証から社会実装まで10年間継続して支援するために設立

＜大規模水素サプライチェーンの構築プロジェクト＞日本水素エネルギー㈱,岩谷産業㈱,ENEOS㈱
・液化水素サプライチェーンの商用化実証、建設工事および実証運転の開始に向けた技術調査を実施
・我が国初の液化水素の大規模受入地として川崎臨海部（神奈川県川崎市川崎区）が選定

／令和５（2023）年３月８日NEDO（国立研究開発法人 新エネルギー・産業技術総合開発機構）及び３社発表

出所︓TＢグローバルテクノロジーズ㈱

【ローディングアーム】
イメージ
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・広大な敷地に高炉や製鋼工場などの構造物が多く存在、長期的・段階的整備を想定
・時代に即した可変的かつ多様な可能性を含む土地利用を担保

イ 先導エリア以外への導入機能候補

4

方向性 機能 施設 概要 想定される災害時の
利用方法

カーボン
ニュートラル
エネルギー

水素等
発電所

水素等供給拠点からの水素などを
利用した発電施設

発災直後の応急対応や、
復旧・復興活動のためのエ
ネルギー供給施設

次世代ジェット
燃料等の開
発・製造等施
設

羽田空港からの近接性やバースを活
かしたカーボンフリーな燃料の開発・
製造施設等

水素等
供給拠点

需要に応じた水素等の供給拠点の
拡大の検討

産業構造の
転換に

寄与する
次世代産業

製造施設 次世代産業に関する製品等の製造
施設

発災直後の応急対応や、
復旧・復興活動のための資
機材や救援物資の受入れ
施設

研究・実証
施設

次世代産業に関する製品等の研
究・開発施設

高度物流
施設

新たなモビリティを活用した輸送の効
率化や設備がスマート化された高度
な物流施設

産業支援
機能

産業サポート
施設

川崎臨海部企業の施設更新等とあ
わせてカーボンニュートラルエネルギー
の活用支援などを行う施設

空の
モビリティ等

空のモビリティ
発着場等

将来の空の需要増加を見越した空
飛ぶクルマの発着場や、陸・海・空の
モビリティ同士を繋ぐターミナル施設等

空のモビリティ等を活用した
発災直後の応急対応や救
援物資、資材・人員の輸送
拠点

商業・
文化・
生活等

展示場 世界的な需要が見込まれる大規模
な展示場

発災直後の応急対応や、
復旧・復興活動のための資
機材や救援物資の分配・輸
送のターミナル

短期滞在型
住宅

先端テクノロジーを体感でき、実証
データの活用も可能な短期滞在型
住宅

ー

宿泊施設 先端テクノロジーを体感できるエン
ターテインメント性のあるホテル等

発災直後の応急対応や、
復旧・復興活動のための宿
泊施設や指揮所

商業施設 先端テクノロジーを体感できるエン
ターテインメント性のある商業施設

発災直後の応急対応や、
復旧・復興活動のための資
機材や救援物資の受入れ
施設

オープンスペー
ス（大規模公
園等）

平時は、新たなモビリティなどが体験
でき、災害時は復旧・復興活動の拠
点となる施設

発災直後の応急対応や、
復旧・復興活動のための
ベースキャンプや災害廃棄
物への対応

首都圏の強靭化を実現常に進化するスーパーシティを形成

カーボン
ニュートラルを

先導

新たな価値や
革新的

技術を創造

未来を
体験できる
フィールド
の創出

カーボンニュートラルエネルギー/産業構造の転換に寄与する次世代産業/産業支援機能
空のモビリティ等/商業・文化・生活等/首都圏防災を支える拠点

2050年頃
土地利用の概成

2040年頃（成長期）
今後の日本経済を支える
次世代産業の進出

2030年頃（黎明期）
土地利用の方向性の礎を形成 CNの拠点化

港湾・高度物流
の拠点化

防災機能
の検討

水素等の
利活用の促進

交流施設の整備次世代産業の研究
開発の拠点化

新技術を身近に感じられる
未来都市空間の形成

基幹的な
交通結節点の形成

港湾・高度物流
拠点の形成 防災拠点の形成CN拠点の形成

土地利用検討の視点（扇島地区の果たすべき役割を踏まえて整理）

港湾・高度物流
の拠点化

防災機能の整備CNの拠点化

イメージ

イメージ

イメージ
イメージ

イメージ

カーボンニュートラルの実現など我が国の重点課題の解決に寄与する土地利用 我が国の重点課題の解決と同時に産業競争力を高める土地利用
公共性・公益性と事業性の両立を考慮した土地利用 長期的なトレンドを見据えた柔軟な土地利用 エリア間の相乗効果が図れる土地利用

次世代産業の研究開発
や製造拠点の形成

水素等を活用した
周辺一帯のCN化の実現

土地利用検討の視点を踏まえて、
時代に即した可変的かつ

多様な可能性を考慮しながら、
取組を推進

基盤を整え次世代産業を誘致

産業拠点に留まらず多様化の進展

完全自動運転車

空飛ぶクルマ
陸・海・空の

モビリティ同士を
繋ぐターミナル施設

空飛ぶクルマ等
の発着場

実証データの
活用が可能となる
短期滞在型住宅

世界基準の
大規模な展示場

水素等のエネルギー
を利用した発電所

カーボンフリーな
次世代ジェット燃料等の

開発・製造施設

次世代モビリティや
交通環境の整備

（２）扇島地区のゾーニングイメージの検討

将来的な変化も考慮したゾーニングイメージ設定に関する考え方
ア ゾーニングイメージの設定に関する考え方

出所︓左の画像から順番に、㈱SkyDrive、metamorworks/Shutterstock.com、国土交通省・三重県・四日市市、
㈱SkyDrive、iurii/Shutterstock.com、Aichi Sky Expo（愛知県国際展示場）、Scharfsinn/Shutterstock.com

イ 先導エリアのゾーニング
・南側︓「カーボンニュートラルエネルギーゾーン」

大水深バースの活用
・北側︓「港湾物流・高度物流ゾーン」
→各ゾーンが連動、カーボンニュートラルポート形成へ
・令和10(2028)年度〜 一部土地利用開始
日本初の大規模水素サプライチェーンの構築に向けた
実証事業受入地として川崎臨海部が選定
→水素等供給拠点の整備及び実証開始
→先導エリアの概成については、

令和12(2030)年度を目指す
※導入機能や施設は、様々な施設で今後の需要拡大が
見込まれ、右図ゾーニングでは土地が不足する可能性
があり、将来的な需要に応じ、ゾーン拡大を検討

・次世代モビリティなど
高度物流に関連する
新たな産業の集積

・カーボンニュートラルに
関連する新たな産業の集積

需要に応じた
拡大の検討

※先導エリアには重要インフラが既に整備
→それに配慮した計画とゾーニングが必須

出所︓「地理院地図」（国土地理院）

イメージイメージ



カーボン
ニュートラル
エネルギー

産業
支援

港湾物流
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「JFEスチール株式会社東日本製鉄所京浜地区の高炉等休止に伴う土地利用方針」の概要

（３）周辺地区の導入機能候補
当該エリア全体の特性、周辺立地企業の状況なども踏まえ、川崎臨海部のみならず
京浜臨海部を含む周辺一帯の持続的な発展に資する機能の整備という観点から整理

池上町
エリア

① 主要交通インフラとの近接性や、殿町国際戦略拠点キングスカイフロントと
研究開発拠点の形成を目指す南渡田地区の間に立地する特性

② 人流・物流を活性化させ、新たな革新的技術やイノベーションの創出を促す役割
③ 「川崎駅-臨海部」と「臨海部間」の移動をつなぐ結節機能、周辺の産業拠点とのアクセス
の良さを活かした新たな産業連携機能、周辺の公共施設と連携したインフラ機能強化を検討

④ 扇島地区の土地利用の検討の進捗等も見据えながら、引き続き検討

水江町
エリア

① リサイクル業や石油・化学業を中心に多種多様な産業が集積しているという特性
② 循環型社会の形成を先導する拠点を目指す
③ 現在、地権者とともに首都圏のプラスチックリサイクル事業の一大拠点の形成を検討
（令和6(2024)年度の事業開始に向け、環境影響評価に係る手続等）
当該拠点整備により、環境先進都市としての本市の持続的な成長、
先進的な環境技術の集積による我が国の国際競争力の強化などへの寄与が期待

扇町
エリア

① 主要交通インフラや川崎港コンテナターミナルとの連接性などの特性
② こうした特性を活かすことができる企業への土地売却が決定
③ 当該施設整備により、川崎港の国際戦略港湾としての存在感が向上
更なる物流の活性化が促され、臨海部産業への波及効果が期待

② はじめに先導エリアと親和性が高い次世代産業に関する研究開発や製造施設等が整備
③ 幹線道路沿いに相応しい土地利用が進展
④ 並行して交通アクセス向上が図られ、
その後、商業・文化・生活等の機能の
段階的整備

① 高炉をはじめ現在の施設配置等を考慮すると、先導エリアとの近接箇所や幹線道路
予定地に近い場所から順次開発が進むと想定

ウ 先導エリア以外のゾーニングイメージ

⑤ 扇島北地区においては、JFEスチール㈱の
自家発電設備やバースなど、カーボンニュー
トラルの取組での活用が期待される
→カーボンニュートラルエネルギー及び産業
支援と親和性が高い施設の整備を想定

※ 今後、インフラ整備状況、既存構造物の
撤去の容易性、社会情勢の変化などを
踏まえ、国や地権者などのステークホルダー
と協議・調整を行い深度化を図る

（４）土地利用の具体化により期待される波及効果
土地利用が具体化した際に、京浜臨海部を含む周辺一帯に期待される波及効果を整理

ア 川崎臨海部への波及効果

イ 京浜臨海部を含む周辺一帯への波及効果

出所︓Aichi Sky Expo（愛知県国際展示場）、metamorworks/Shutterstock.com、MiniStocker/Shutterstock.com、 NEDO、 Scharfsinn/Shutterstock.com、
（株）Sky Drive、 Chesky/Shutterstock.com、HySTRA、国土交通省・三重県・四日市市、RM Studio/Shutterstock.com
「地理院地図」（国土地理院）（https://maps.gsi.go.jp/）

カーボンニュートラル化への対応などを契機として、
川崎臨海部の持続的発展に向けた産業構造の転換に波及

・扇島地区等の土地利用転換をトリガーに、ポテンシャルを活かしたカーボンニュートラル実現、
産業高度化による国際競争力強化 →我が国のプレゼンスを高める土地利用転換に波及
・これまで培ってきた技術や人材に加え、先端研究人材等の集積
・カーボンニュートラル等、
より広域エリアへの波及へ

産業の高度な
発展に繋がる

研究開発・製造拠点

港湾のカーボンニュートラル化
次世代型の取組に資する
港湾物流・高度物流拠点

最先端の技術や人材が
集まる次世代型
賑わい・交流機能

多種多様な産業や人材
の集積、首都圏の防災に

資する交通結節機能

カーボンニュートラル社会
の実現を先導する
水素等供給拠点

循環型社会
の実現を支える
リサイクル拠点

これらの機能の整備に
より川崎臨海部の

持続的発展に向けた
産業構造の転換に波及

臨海部ビジョン基本戦略
（一部抜粋）

次世代の柱となる
新産業の創出

世界最高レベルの最適な
エネルギー環境の構築

暮らしと産業を支える
港湾機能の強化

臨海部の発展を支える
交通機能の強化

市民が誇れる開かれた
臨海部づくり

未来志向の
土地利用の

推進

南渡田地区
(新産業創出拠点)

殿町キングスカイフロント
(ライフサイエンス拠点)

 空港カーボンニュートラル化実現に寄与
 羽田空港と次世代モビリティ連携による

新たなインバウンド創出等

 カーボンニュートラル化の実現に寄与
 内陸部企業への産業の高度化の波及
 次世代型の賑わい・交流機能による人材の交流
 資源循環の促進や災害時の対応力の向上等

川崎市内陸部

 水素等供給拠点の整備によるエリア全体のカーボンニュートラル化実現
それを契機とした次世代型産業への変革と産業の新陳代謝を促進
 産業創出拠点やライフサイエンス拠点との連携から生まれる革新的
素材等により、エリア全体の産業イノベーション進展を誘導、国際
競争力強化、先端研究人材の集積
 エリア全体の交流の活性化、資源循環の促進、防災機能の向上等

 カーボンニュートラル化の実現に寄与
 産業の高度化の波及
 資源循環の促進や災害時の

対応力の向上等

首都圏

羽田空港エリア

5

出所︓「地理院地図」（国土地理院）

※ 先導エリア以外のゾーニングについては、
今後、協議・調整を行っていく

京浜臨海部

出所︓「地理院地図」（国土地理院）
（https://maps.gsi.go.jp/）

https://maps.gsi.go.jp/
https://maps.gsi.go.jp/
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殿町国際戦略拠点
キングスカイフロント

東京大師横浜線
（産業道路）

川崎アプローチ線構想

大師橋
交通拠点

池上・塩浜
交通拠点

南渡田
交通拠点

天空橋臨海部中央軸
(BRTによる活用)

鶴見線

南武支線
BRT(想定)
鉄軌道(想定)

東海道貨物支線
貨客併用化構想

羽田空港アクセス線（仮称）

東扇島交通拠点

浜川崎・南渡田軸
(BRTによる活用)

【凡例】

南渡田地区
新産業創出拠点

将来の土地利用に応じた
アクセス強化の可能性を検討

大水深バースの活用

土地利用転換において想定されうる施設の
交通需要に対応した新たな交通導入も検討

HANEDA GLOBAL WINGS
(羽田空港跡地)

船着場

「JFEスチール株式会社東日本製鉄所京浜地区の高炉等休止に伴う土地利用方針」の概要

６ 土地利用の実現方策等 【本編︓第８章、第９章】

・令和10(2028)年度からの一部土地利用開始に焦点をあわせて都市活動に必要な
具体的整備等を行っていく短期的取組と、2050年頃の土地利用転換概成に焦点をあわせ、
将来的に必要な交通インフラ等の方向性検討を行う中長期的取組を並行して推進
・一部土地利用開始後も土地利用の概成を見据えて切れ目のない基盤整備等に取り組む

（１）扇島地区の基盤整備、行政手続等に関する考え方

ア 道路・交通アクセス
扇島地区へのアクセスは、JFEスチール㈱の構内通路（以下「構内通路」）である
「海底トンネル」（水江町〜東扇島間）と「扇島大橋」（東扇島〜扇島間）のみ
→公道からのアクセスができない状況

(ア) 短期的取組
・一般道路と高速道路によるアクセス整備は最低限必要で、一般道アクセスとして東扇島と
扇島間を繋ぐルート、高速道アクセスとして首都高速湾岸線出入口整備が必要

・扇島内を移動するための幹線道路、バースと幹線道路を繋ぐアクセス道路等の整備による
島内の道路ネットワークの形成が必要

(イ) 中長期的取組
・土地利用転換概成に向け「扇島〜扇町間」アクセス軸など、扇島地区と内陸部の円滑な
接続や防災機能の強化に繋がるアクセス強化やルートの多重化に関する検討が必要

・新たに発生する交通需要は、周辺地域を含めた全体の交通ネットワークに大きく影響
→BRTや鉄軌道などの様々な交通手段についても土地利用と並行した検討が必要

臨海部ビジョン等を踏まえた広域的な道路整備を進めていく必要があるなかで、とりわけ扇島
地区の土地利用転換に向け、本市として整備、改修及び検討が必要と想定する主な路線
と整備箇所は次のとおりであり、今後、具体化に向けて取組を進める

a) 整備路線
①国道357号（東扇島〜扇島間）橋梁
②国道357号（扇島内）
③首都高速湾岸線出入口（4ランプ）
※東京方向のみ都市計画決定済み

④東扇島交通負荷軽減対策（臨港道路東扇島水江町線ランプ追加等）
⑤アクセス道路（バースと国道357号を結ぶ道路）
⑥地区内道路

b) 改修路線
構内通路
⑦（東西1号） ⑧（東西2号） ⑨（扇島大橋）

c) 検討路線
⑩内陸部アクセス道路等（扇島〜扇町間）

出所︓「基盤地図情報ダウンロードサービス」（国土地理院）基盤地図情報（基本項目）を加工して作成 出所︓「国土地理院撮影の空中写真（2019年撮影）」（国土地理院） 6
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物流

カーボン
ニュートラル
エネルギー

⑩

⑨

③

⑦

⑧
①

④
東西１号 国道357号

東西２号

扇島大橋
②

首都高速湾岸線

地区内道路
※扇島地区の土地利用の進捗に応じて整備箇所を設定

⑥

⑤

※ 先導エリア以外のゾーニングについては、今後、協議・調整を行っていく

︓首都高速湾岸線

︓構内通路
（東西1号・2号,扇島大橋）

︓国道357号
︓アクセス道路（想定）
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オ ブランディング
扇島地区は、エネルギー構造の転換を先導するエリアや、いつ訪れても常に最先端の
未来空間を体験できるエリア形成を目指しており、市民が身近に感じ、誇りを持てるように、
広報やブランディングを戦略的に推進

エ 事業手法、行政手続等
・本市が志向する公共性・公益性の高い土地利用転換を実現するため、適切な官民の
役割分担に基づく整備手法検討を進め、地区計画等により、政策的な土地利用誘導が必要
・都市計画変更（高速出入口新設、用途地域等）、港湾計画や分区の変更、環境影響
評価に関する手続等についても関係者と協議・調整

ウ 生活インフラ
・扇島地区︓JFEスチール㈱が専用として整備した上水道、下水道、工業用水道等
→土地利用転換に伴い新規整備の検討が必要
→上水道管、下水道管、工業用水道管、ガス管及び送電線の整備について、土地利用
の進捗等を踏まえ、必要な施設の規模、適切な整備方法及び時期等について関係者と
協議・調整が必要

イ 港湾
・扇島地区東側に最大22ｍの水深を有する国内屈指の大水深バース
→先導エリアにおける導入機能として示した「水素を軸としたカーボンニュートラルの拠点」や
「バース等を活用した港湾物流拠点」として活用することを想定

（将来、産業の構造転換を進めるうえでの貴重な施設になり得る）
→当該バースは、水素等供給拠点整備の調整を進めている事業者から利用したい旨の
申出がされているが、整備にあたっては川崎港の他の物流課題の解決にも資するなど、
バースの効果的な活用形態について検討・調整が必要

・バースの整備にあわせたアクセス道路の整備についても調整
（２）短期的取組

道路・
交通アク

セス

① 高速道路アクセスは、扇島出入口整備にあたって、横浜方面も含めた４ランプ
（フルランプ）整備に向けて関係機関等と調整
② 一般道路アクセスは、国道357号の早期事業化に向けた国との協議・調整を行うと
ともに、公共的な土地利用を見据え、構内通路である東西１号・２号の有効活用を検討

③ 国道357号の（東扇島〜扇島間）の橋梁の整備スケジュールを踏まえ、構内通路である
扇島大橋の暫定的な活用についても並行して検討

④ 前述の高速道路・一般道路アクセス整備により東扇島で発生する交通負荷に対応する
ため、臨港道路東扇島水江町線へのランプ追加について国や関係者と検討・調整を行うと
ともに、それに伴う周辺地域の交通環境対策について並行して検討

⑤ バースと国道357号を結ぶアクセス道路について、国等と検討・調整
⑥ 先導エリアに立地する施設の円滑な運用や就業者等の利便性が確保されるよう、
扇島への道路を活用した交通アクセスの整備を目指す

港湾 水素等供給拠点の実証事業においてバースを利用したいとの意向が示され、川崎港の他の
物流課題の解決にも資するなど、バースの効果的な活用形態について検討・調整

生活
インフラ

① 上水道・工業用水道・下水道等は、整備規模等について関係者と協議・調整
② 下水道は、一部土地利用開始に向けては浄化槽対応とし、並行して、将来的な土地の
利用方法も踏まえ、適切な汚水処理や雨水排水方法について関係者と検討

事業手
法、行
政手続

等

一部土地利用開始に向けて、今後必要になると考えられる手続等を次のとおり整理
① 本方針に基づく土地利用への誘導を行うため、地区計画の策定、港湾計画の改訂、

用途地域の変更、分区の変更等
② 首都高速湾岸線出入口等整備に向けた都市計画変更
③ 道路や大規模建築物の新設に向けた環境影響評価
④ 土壌汚染に関する調査と対策 など

水素等供給拠点の整備及び令和10(2028)年度の実証開始や、
先導エリア全体の土地利用の開始を見据え、早期の基盤整備等を推進

ブラン
ディング

カーボンニュートラルに関する取組を契機とし、扇島地区を広く市民に知ってもらうための
機能の検討・調整や、それと連動した広報等の実施
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道路・
交通アク

セス

① 将来の交通需要対応やリダンダンシー確保のためのルート多重化の観点から
扇島と扇町間アクセスルートなど、東扇島を経由せず直接内陸部にアクセスする
ルート整備の必要性検討

② 扇島地区土地利用転換進捗に応じ、国道357号やアクセス道路以外の島内
道路について、整備箇所や整備主体などについて検討

③ 土地利用転換概成に向け、BRTや鉄軌道等の様々な交通手段検討とともに
周辺地域を含めた臨海部全体の交通ネットワーク形成、土地利用転換に必要
な交通環境対策を検討

港湾
先導エリアのバース需要見込み、先導エリア以外の土地利用方法等を考慮した港
湾機能の拡張や、防災拠点としての位置付けも考慮したバースの耐震化などにつ
いて検討

生活
インフラ

① 上水道・工業用水道︓先導エリア以外の土地利用方法等に応じた需要を
もとに、整備規模等について関係者と協議・調整

② 下水道︓下水道処理区域編入の必要性やコミュニティプラント方式などの適切
な汚水処理や雨水排水方法等について、関係者と協議・調整

（３）中長期的取組令和12(2030)年度までの想定整備スケジュール
・スケジュール

短期的取組と並行し、土地利用転換概成時に想定される発生集中交通量など
を踏まえ、必要となる施設の整備等に向けた検討を行うなど、切れ目なく基盤整備
等に取り組む

事業手
法、行
政手続

等

先導エリア以外の土地利用︓国の重要政策等との連動も視野に入れ、適切な官
民役割分担に基づく整備手法を検討、地区計画の策定や用途地域の変更などの
手法により、本市が志向する公共性・公益性の高い土地利用が実現できるよう政
策的に誘導

（４）周辺地区の基盤整備、行政手続等に関する考え方

面積が限定的、既存のインフラが活用可能、地権者の事業拡大や一部土地
売却決定等、早期の土地利用転換の見込み
→事業の進捗に応じて必要な整備等を実施

8

（５）地権者の意向

ア 本方針の策定にあたり、地権者の意向を把握。本市と同一の視点で検討が
進められていることを確認

イ 引き続き、公共性・公益性と事業性を考慮した土地利用転換に向けて調整

ブラン
ディング

いつ訪れても常に最先端の未来空間を体験できるエリアの形成を目指しており、こう
した土地利用について市民が身近に感じることができ、また、誇りを持てるように広報
やブランディングを戦略的に推進

※1 一般道路アクセスの整備について、令和10（2028）年度からの一部供用開始とするためには、支障物の撤去等を整備工事着手前までに完了させる必要がある
※2 事業者による現地着手後の地質調査や詳細設計により、変更があり得る

※1 ※2

※1



出所︓「地理院地図」（国土地理院）（https://maps.gsi.go.jp/）
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（１）扇島地区の土地利用転換に伴う効果のシミュレーション
扇島地区の面積は広大で、高炉や製鋼工場などの堅牢な構造物が多く存在

→長期を見据えた段階的整備が必要で、将来的変化も考慮し、配置する施設や機能・
ゾーニングも柔軟な対応が必要だが、これまでの検討結果等を踏まえ、土地利用概成時の
「モデルケース」を作成し、それが実現した場合の効果等をシミュレーション

土地利用概成時 （うち先導エリア概成時）

概算投資額

２兆600億円
施 設︓ １兆3,100億円
道 路︓ 3,600億円
港 湾︓ 1,300億円
生活インフラ︓ 400億円
解体撤去等︓ 2,200億円

4,700億円
施 設︓ 3,900億円
道 路︓ 400億円
港 湾︓ 150億円
生活インフラ︓ 50億円
解体撤去等︓ 200億円

本市の概算事業費
（財源が補助金等である
金額は除く）

2,050億円
施 設︓ 25億円
道 路︓ 1,250億円
港 湾︓ 600億円
生活インフラ︓ 175億円

210億円
道 路︓ 110億円
港 湾︓ 80億円
生活インフラ︓ 20億円

概算税収額（市税）
(固定資産税、都市計画
税、事業所税の合計)

140億円/年（最大） 60億円/年（最大）

発生集中交通量

57,000台/日・T.E.※
港湾物流・高度物流︓ 8,000台/日
ｶｰﾎﾞﾝﾆｭｰﾄﾗﾙｴﾈﾙｷﾞｰ︓ 4,000台/日
次 世 代 産 業 ︓ 6,000台/日
商業・文化・生活等 ︓36,500台/日
扇 島 内 企 業 等 ︓ 2,500台/日

12,000台/日・T.E. ※

港湾物流・高度物流︓8,000台/日
ｶｰﾎﾞﾝﾆｭｰﾄﾗﾙｴﾈﾙｷﾞｰ︓ 500台/日
扇 島 内 企 業 ︓3,500台/日

【シミュレーション結果による効果の概要】
土地利用の概成を想定する2050年度時点の官民合わせた概算投資額と、令和12(2030)年度の
先導エリアの概成に向けて整備する基盤インフラや、導入される産業機能に関わる投資額のシミュレー
ションをもとに、想定される本市の概算事業費及び税収見込額を試算
① 官民を合わせた概算投資額（見込み）
2050年度時点で、累計約2兆600億円、令和12(2030)年度までに、約4,700億円

② 本市の概算事業費（見込み）
2050年度時点で、累計約2,050億円、令和12(2030)年度までに、約210億円

③ 概算税収額（税収額は市税の年額の見込額）
2050年度時点で、約140億円、令和12(2030)年度に、約60億円

④ 効果
2050年代中頃に、税収の上昇分の累計額が本市の概算事業費の累計額を上回る結果を見込む

ア 土地利用のモデルケース
土地利用の進捗イメージについてシミュレーションを行い、次のとおり土地利用のモデル
ケースを設定。本モデルケースに基づいて、概成時の効果等を試算

イ 土地利用概成時の概算額等のシミュレーション

凡例

：国道357号

：一般道路

：臨港道路

７ 土地利用転換による効果等 【本編︓第10章】

※ T.E.(トリップエンド)︓人がある目的をもって、ある地点からある地点へと移動する単位をトリップといい、１つのトリップの出発側と到着側をそれぞれトリップエンドという。
注1) 上記の数値は、本市において試算したものであり、今後、社会経済状況の変化や民間企業、国の動向等により変動する可能性がある
注2) 概算投資額や本市の概算事業費は、土地の取得に要する費用を除いている

※ 先導エリア以外のゾーニングについては、
今後、協議・調整を行っていく

凡例

：上下水・電気、ガス

：工水

：水素

：上水・電気、ガス

※ 先導エリア以外のゾーニングについては、
今後、協議・調整を行っていく



※当該イメージは、現時点のイメージとして作成したものであり、今後の土地利用の具体化を見据え、本方針の見直しにあわせてアップデートする
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８ まとめ 【本編︓第11章】
・扇島地区等の面積は広大で、土地利用転換概成に長い期間を要する想定
→社会経済環境の変化や新たな技術開発動向を捉えながら、導入機能などを決定
・一部土地利用開始を見据え、３〜５年程度を目途に本方針を見直す
・関連計画等への本方針反映、個別エリアの計画づくりを進め、実効性の確保を図る

（２）扇島地区の土地利用転換の進捗イメージ

（３）扇島地区土地利用概成時のイメージ

ア 先導エリア
先導エリアの土地利用は、水素等供給拠点の整備及び実証開始の時期などを見据えて、
令和10(2028)年度からと設定

イ 先導エリア以外
・先導エリア近接箇所、首都高速道路新出入口、幹線道路予定地近傍から開発が
進捗する想定
・土地利用転換の進捗に伴い、交通アクセス強化の可能性も高まり、2050年頃に概成

ア 国においては、水素等の輸送設備や貯蔵設備等の共用インフラの整備支援など、新たな
支援制度の創出も検討されており、カーボンニュートラル実現に向けた取組を加速

→国や関係する事業者と密に連携し、扇島地区を中心とする強靭な大規模サプライチェーン
を構築、日本のカーボンニュートラル化を先導する拠点となるよう取組を進める

イ 基盤整備の実現に向け、高速道路・一般道路アクセスやバースの整備、事業費や整備
方法、整備時期、事業主体等について、国や関係事業者と具体的に協議を進め、
その後の取組にも繋がるよう整備を進める

ウ 令和10（2028）年度からの一部土地利用開始に向け、水素等供給拠点や基盤等
の整備のため、構内通路を効率的に使用できる環境や扇島地区内で実施される各種
工事の全体マネジメントが必要で、具体的に調整を推進

（４）扇島地区等の土地利用転換が我が国の課題解決にもたらす効果
ア 京浜臨海部全体の持続可能な発展に繋がり、施設の老朽化対応、エネルギー需給
構造や産業構造の転換などが迫られている日本全国のコンビナート再編整備のモデルケース

イ 未来志向の国土づくりに貢献し、将来にわたり市民生活を支え、市民が誇れる場所

（１）一部土地利用開始に向けた取組の進め方

扇島地区等の土地利用転換実現のため、各整備主体における事業性の確保が課題
→扇島地区の地理的優位性等を活かし、国の重要政策・制度と連動を図り、産業動向や
進出意欲の高い事業者意向等も捉え、公共的・公益的な目的にあった土地の価値向上
につながる魅力あるコンテンツの選定と、その実現に向けて検討が必要

（２）土地利用の概成に向けた取組の進め方

先導エリア（2028年度〜）
■2028年度からの一部土地利用開始
に向け、水素等供給拠点や、バース等
を活用した港湾物流拠点/最新技術等
を活用した高度物流拠点の形成を想定
■今後の土地利用方向性の礎となる

先導エリア以外の扇島
南地区（〜2050年）
■未来を体験できるフィール
ドとして、商業・文化・生活等
の機能を想定

扇島北地区（〜2040年）
■カーボンニュートラルエネルギーや、
産業支援機能を想定（例:次世代
ジェット燃料等の開発・製造等施設）

先導エリア以外の扇島南地区
（〜2040年）

■カーボンニュートラルエネルギーや高
度物流と親和性が高い、次世代型の
産業拠点の形成を想定（例:次世代
モビリティ関連の研究開発・製造施設
の集積やターミナル整備、オープンス
ペース等の公共的空間の整備）
■土地利用転換の進捗に伴い、交通
アクセス強化の可能性が高まる

出所︓「地理院地図」（国土地理院）（https://maps.gsi.go.jp/）をもとに作成


